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要 旨 

 

冷戦構造の崩壊に伴って世界に単一の市場が出現し，グローバルな大競争の時代に突入している．その

ため，国際社会は共通のルールづくりが必要となり，国家間での共通の言語として「性能」をキーワードに

しようとする動きが出てきた．国際標準化機構や欧州連合では，部分係数法を用いた限界状態設計法の導入

を進めている．このような世界の流れを受け，港湾の技術基準である「港湾の施設の技術上の基準･同解説」

においても，できうるかぎり仕様規定を排除し，信頼性設計法を導入するべく改訂作業が進められている．

我が国で広く用いられている深層混合処理工法においても，限界状態と破壊モードに応じた性能関数および

部分係数が新しい技術基準に盛り込まれる予定である．技術基準の改訂作業にあたって，性能照査式の検討，

部分係数の設定と検証，キャリブレーション計算などの多くの検討・計算を行った．しかし，これらの検討

結果の詳細については技術基準ではほとんど記述されていない． 

そこで，本稿では技術基準を用いて設計する技術者に技術基準の基本的な考え方や根拠などを提供する

目的で，限界状態の設定と破壊モードに応じた性能関数の設定および部分係数に関してキャリブレーショ

ンなどの検討，あわせて目標信頼性指標の評価と最適な部分係数を求めるために行った検討などについて

取りまとめた．改訂作業・検討は約４ケ年に及んだために，最終の技術基準を得るまでに多くの試行錯誤・

紆余曲折があった．これらの試行錯誤・紆余曲折も，今後同様な検討を行う技術者・研究者にとって有益

な情報を与えると思われるため，本稿ではこれらについても煩雑にならない範囲で記述することとした． 

 

キーワード：深層混合処理工法，性能設計，性能照査式，部分係数，設計震度 

 

 

 

 

 

* 地盤・構造部 地盤改良研究室長 

** 国土交通省国土技術政策総合研究所 港湾研究部 港湾施設研究室長 

〒239-0826 横須賀市長瀬3-1-1 独立行政法人  港湾空港技術研究所 

電話：046-844-5055 Fax: 046-841-8098 e-mail:kitazume@pari.go.jp 



－4－ 

REPORT OF THE PORT AND 
AIRPORT RESEARCH INSTITUTE 
Vol. 46, No. 1 (March, 2007) 
 
 

Studies of Reliability based Designon Deep Mixing Improved Ground 

 

 

Masaki KITAZUME* 
Tsuyoshi NAGAO** 

 

Synopsis 
 

Construction projects have often encountered very soft soil deposits, which can pose headache 
problems of stability and/or excessive settlement. To solve these problems, many varieties of ground 
improvement techniques have been developed and put into practice so far. Deep Mixing Method 
(DMM), a deep in-situ soil stabilization technique using cement and/or lime as a binder, was 
developed and put into practice in Japan and in the Nordic countries independently in the 1970s. 
Numerous research efforts have been paid in these areas to investigate the properties of treated soil, 
behavior of DM improved ground under static and dynamic conditions, design method, and 
execution techniques.  

Research and development of DMM in Japan was initiated by Soil Stabilization Laboratory at 
Port and Harbour Research Institute (PHRI) of Ministry of Transport, Japan. During the 1970s and 
80s, many research efforts have been done to study the engineering properties of lime and cement 
improved soils and to investigate the behavior of improved ground. The Design Procedure includes 
the block type and wall type improved ground applications for foundation stability, settlement 
reduction purpose. This Procedure is based on the allowable stress concept, in which the induced 
stresses within the improved ground are confirmed to be lower than the allowable strengths in the 
internal stability calculation. This Design Procedure was revised twice in 1989 and 1999.  

Ministry of Land, Infrastructure and Transport (former Ministry of Transport) has a plan to 
modify the current design procedure and to introduce a reliability based design for marine 
construction works in 2007, in which the Design Procedure on DM improved ground will also be 
modified to the reliability based. In the new Design Procedure, the average and variation of soil 
parameters and external loads are incorporated by partial safety factors to investigate the stability of 
improved ground. The authors have been studied the design procedure and magnitude of partial 
safety factors. In this article, the studies on reliability based design of the method are described to 
provide detail information on the Design Procedure for practical and research engineers as well as 
academina. 
 

keywords: Deep Mixing Method, reliability based design, partial safety factor, design seismic 
coefficient 
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1. まえがき 

 

冷戦構造の崩壊に伴って世界に単一の市場が出現し，

グローバルな大競争の時代に突入している．そのため，

国際社会は共通のルールづくりが必要となり，国家間で

の共通の言語として「性能」をキーワードにしようとす

る動きが出てきた．国際標準化機構（ISO）では，国際規

格における構造物の設計法として「構造物が各種限界状

態を越える確率が許容値以下となるよう各変数のばらつ

きを考慮した特性値と安全係数を定めて安全性を照査す

る部分係数法を用いた限界状態設計法」を基本と定めて

いる 1)．欧州では，EU（欧州連合）を中心に域内の構造

物設計に適用することを目的として，CEN（欧州規格委員

会）が 20 余年の歳月をかけて検討を進め，Structural 

Eurocodes（ユーロコード）として，構造物の設計にあた

り部分係数を用いた設計照査式に関する規定に統一され

ようとしている 2)-4)  

このような世界の流れを受け，港湾の技術基準である

「港湾の施設の技術上の基準･同解説」5)（以下，「技術

基準」という）においても，できうるかぎり仕様規定を

排除し，信頼性設計法を導入するべく改訂作業が進めら

れている 6),7)．我が国で広く用いられている深層混合処

理工法においても，限界状態と破壊モードに応じた性能

関数および部分係数が改訂される技術基準 7)に盛り込ま

れている．改訂される技術基準 7)では，主として性能照

査式ならびに部分係数が記述される予定である．技術基

準の改訂作業にあたって，平成 14 年度～17 年度にわた

り国土交通省国土技術政策総合研究所から受託研究を受

け，性能照査式の検討，部分係数の設定と検証，キャリ

ブレーション計算などの多くの検討・計算を行った 8)-11)．

しかし，これらの検討結果の詳細については技術基準で

はほとんど記述されていない． 

そこで，本稿では技術基準を用いて設計する技術者に

技術基準の基本的な考え方や根拠などを提供する目的で，

限界状態の設定と破壊モードに応じた性能関数の設定お

よび部分係数に関してキャリブレーションなどの検討，

あわせて目標信頼性指標の評価と最適な部分係数を求め

るために行った検討 8)-11)などについて取りまとめた．改

訂作業・検討は長期間に及んだために，最終の技術基準

を得るまでに多くの試行錯誤・紆余曲折があった．これ

らの試行錯誤・紆余曲折は，今後同様な検討を行う技術

者・研究者にとって有益な情報を与えると思われるため，

本稿ではこれらについても煩雑にならない範囲で記述す

ることとした． 

 

２．深層混合処理地盤の性能規定化 

 

2.1 性能規定化手法 

性能規定に関して階層構造として表す手法の一つとし

て，図-2.1 に示す NKB アプローチがある．この NKB アプ

ローチは，ノルディック建築基準委員会が発案したもの

で，要求性能と検証方法とを 5 段階の階層に分けて整理

するものである 12)．この手法の特徴は，レベル 1～3 ま

でが構造物の目的から性能までの階層になっていること

に対し，レベル 4 とレベル 5 がレベル 3 の条件を満たす

ための並列した手段となっている点である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1 性能規定による基準体系の概念 

 

本研究では，この概念に基づき深層混合処理地盤の目

的，機能的要求，要求水準を以下に示すようように検討・

規定した． 

 

2.2 港湾構造物に適用される深層混合処理地盤の目

的・機能・要求性能 

深層混合処理工法は，外郭施設や係留施設等の港湾構

造物の目的，機能および要求性能を満たすために，それ

らの基礎地盤に適用される．そのため，改良地盤は港湾

構造物全体系の一部をなすことが多く，それ自体が施設

として機能することはほとんどない．深層混合処理地盤

の機能・要求性能として表-2.1 のように取りまとめた． 

また，深層混合処理地盤の各限界状態として，以下に

示す様な終局限界状態と使用限界状態を設定した． 

 

終局限界状態；  

改良地盤の滑動・転倒・支持力・円弧すべり破

壊に対して，構造物全体系の安定が保たれる限界

の状態  
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使用限界状態；  
改良地盤内の一部の要素の安定が損なわれて

も，構造物全体系の安定は保たれ，対象施設の機

能が確保される限界の状態  
 

なお，修復限界状態は，使用限界状態に含まれるもの

とした．また，疲労限界状態は，例えば，防波堤の基礎

地盤改良においては波浪のような変動荷重が繰返し改良

地盤に作用して改良地盤に支障が発生する限界の状態に

相当する．しかし，疲労破壊は深層混合処理地盤におい

ては破壊の支配的な条件ではないと考えられるため，疲

労限界状態は考慮しないものとした． 

以上の検討を基に，各限界状態における改良地盤の要

求性能を表-2.2 に，照査用検討項目を表-2.3 にそれぞれ

示す様に設定した． 

 

表-2.1 深層混合処理地盤の目的と機能 

改良用途 目 的 機 能 

基礎地盤の安定確保に

より，対象施設の重要

度に応じた安定性を確

保する． 

基礎地盤の安定確保に

より，対象施設の沈下

を抑制する． 

基礎地盤

の改良 

緩傾斜護岸，重力式

の防波堤，係船岸又

は護岸の建設中及び

設計供用期間中に予

測される外力等の作

用に対して要求され

るレベルの構造的性

能を提供する． 
基礎地盤の安定確保に

より，対象施設の変形

を抑制する． 

 

表-2.2 各限界状態に対応する要求性能 

要求性能 
性能レベル 

（限界状態） 改良地盤 
上部構造物を 

含む地盤 

終局限界状態 
脆性的な破壊・大

変形を生じない． 

上部構造物が崩壊

しない． 

修復限界状態 

補修・補強を必要

とするような損傷

を生じない． 

有害な残留変形（沈

下）が生じない． 

使用限界状態 
耐久性に支障が生

じない． 

有害な変形（沈下）

が生じない． 

 

表-2.3 要求性能に対応する検討項目 

検討項目 性能レベル 

（限界状態） 
改良地盤 上部構造物を含む地盤 

終局限界状態 応力 
滑動・転倒・支持力・ 

円弧すべり 

修復限界状態 応力 残留変形（沈下） 

使用限界状態 応力 変形（沈下） 

 

３.  信頼性設計法（静的）のための性能照査の検

討 

 

3.1 目的と方法 

深層混合処理工法による地盤改良工の性能設計へ向け

ての取り組みとして，図-3.1 に示す検討フローに従い，

信頼性理論による検討を行って部分係数を求めた 8)-11)．

本研究の最終目標はレベル 1 信頼性設計法（部分係数法）

による照査式および各設計用値に係る部分係数の提示で

ある．ただ，この部分係数によって一定水準の安全性（目

標信頼性指標βT）を確保するように制御するため，レベ

ル 2 信頼性設計より得られる各確率変数の感度のキャリ

ブレーションも行った． 

本研究で行った検討は初めてのものであったため，改

良地盤の破壊モードの設定，設計因子の設定，検討断面

の設定などにおいて多くの試行錯誤があった．これらの

試行錯誤は今後同様の検討を行う際に有用な情報をもた

らすものと考えられるため，これらの試行錯誤も含めた

検討内容を記述する．本検討は常時だけでなく地震時に

ついても同様に行った．しかし，地震時に関しては，４．

で示すように本検討の後に性能照査式や部分係数などの

設定方法が大きく変更されたため，地震時に関する検討

結果に関してはその概略を付録に取りまとめた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.1 検討フロー 
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検討では，まず改良地盤の破壊モードの抽出を行い，

これらを対象に信頼性解析を行って各破壊モードに関し

て確率変数を含む性能関数を定義した．その後，既往事

例の中から典型的な５断面（ケーソン式護岸４断面，ケ

ーソン式防波堤１断面）を抽出し，それぞれの感度係数，

信頼性指標を求め，従来の安全率と信頼性指標の関係を

基に考察を加えた．さらに，各破壊モードごとにクリテ

ィカルとなる断面に対して試設計を行い，部分係数の妥

当性を検証し最終的な部分係数を求めた． 

 

3.2 改良地盤の破壊モード 

現行の港湾の技術基準 5)に基づき，図-3.2 に示すよう

な破壊モードの整理を行った．本研究では，深層混合処

理地盤の破壊のシステムを大きく３つに分けた．即ち，

改良体全体としての安定を失う（外部安定），改良体の一

部が破壊する（内部安定）および上部工を含む改良体全

体としての安定を失う（全体の安定）である．外部安定

では，滑動，転倒ならびに基礎地盤の支持力破壊を想定

した．一方，内部安定では，改良体の圧縮破壊と鉛直せ

ん断破壊，ならびに壁式改良地盤での抜け出し破壊を想

定した．全体の安定については，円弧すべり形式の破壊

も想定したが，一般に改良体を通過する円弧すべり破壊

の検討は省略してもよいと考えられる 5)ことから，ここ

では円弧すべりに関する信頼性解析は対象外とした．ま

た，構造物全体系としての破壊（システム破壊）は，上

記３つのシステムを対象とした． 
深層混合処理地盤底面での滑動破壊のパターンは，基

礎地盤強度，未改良部の地盤強度，改良体強度の相互比

較により，図-3.3 に示すように，ブロック式では２パタ

ーン，壁式では４パターン考えられる．まず，ブロック

式改良地盤について，改良体強度が大きく改良体下部の

砂地盤内でのせん断破壊が生ずる場合（パターンＡ），改

良体強度が砂地盤内でのせん断強度よりも小さい改良体

内で破壊する場合（パターンＢ）が考えられる．一方，

壁式改良地盤の場合には，改良部と未改良部ともに下部

の砂地盤内でのせん断破壊が生ずる場合（パターンＡ），

改良部と未改良部ともに内部のせん断破壊が生ずる場合

（パターンＢ），改良部は改良体内部，未改良部は下部の

砂地盤内でのせん断破壊が生ずる場合（パターンＣ），改

良部は改良体下部の砂地盤内でのせん断破壊，未改良部

は内部のせん断破壊が生ずる場合（パターンＤ）が考え

られる． 

 
3.3 性能照査式 

3.2 で設定した深層混合処理地盤の破壊モードについ

て，各々の破壊モードに対する性能照査式を設定した．

性能照査式として，Z = R - S（R：耐力，S：作用）と Z

＝R/S の２種類の形式が考えられるが，ここでは，すべ

ての破壊モードに関して Z = R - Sの形式で表現すること

とした．図-3.4 に示す改良断面について，各破壊パター

ンごとの性能関数を式(3.1)～(3.22)に示す．なお，改訂

される技術基準 7)での性能照査式と同一であるが，記号

の表記法に多少異なるものがあるので注意されたい． 
 
(1) 重力式係船岸 
1)滑動破壊 
a)パターン A 

SRZ −=  

WPWahPah

upuapvav

phPph

PPS

WCCPP

WWWWWWWWPR

⋅+⋅=

⋅⋅+⋅−+−+

+++++++⋅+⋅=

γγ

µγµ

γγ

µ

µ

2921

876543211

)}

){(

 

 - - - (3.1) 

 

ここで， 

Cua ：改良体主働側側面での粘着力合力（kN） 

Cup ：改良体受働側側面での粘着力合力（kN） 図-3.2 深層混合処理地盤の破壊モード 
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深層混合処理地盤における改良形式と滑動破壊パターン

壁式改良　滑動モードの破壊壁式改良　概要

構造物下の地盤に長壁(ﾛﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ)と

呼ばれる処理土の壁を法線直角方向

に形成し，これらを改良長さが短い
短壁(ｼｮ-ﾄﾕﾆｯﾄ)で法線方向に直結
させた改良パターン．

改良部　：支持地盤の摩擦抵抗力
未改良部：未改良部のせん断力(c×b)

で破壊する．
→滑動抵抗力τ＝Ｗ･tanφ＋c･b

滑動パターン Ａ 滑動パターン Ｂ 滑動パターン Ｃ 滑動パターン Ｄ

所定の改良範囲，深度まで，改良杭を
オーバーラップさせることにより
一体化を図り，上部構造物直下の地盤
を前面改良したブロック状の改良

パターン．

改良部　：支持地盤の摩擦抵抗力
未改良部：支持地盤の摩擦抵抗力

で破壊する．
→滑動抵抗力τ＝(Ｗ+w)･tanφ

改良部　：改良体のせん断力(C×B)
未改良部：未改良部のせん断力(c×b)

で破壊する．
→滑動抵抗力τ＝C･B＋c･b

改良部　：改良体のせん断力(C×B)
未改良部：支持地盤の摩擦抵抗力

で破壊する．
→滑動抵抗力τ＝C･B＋w･tanφ

支持地盤の摩擦抵抗力
で破壊する．
→滑動抵抗力τ＝Ｗ･tanφ

改良体のせん断力(C×B)

で破壊する．
→滑動抵抗力τ＝C･B

滑動パターン Ａ 滑動パターン Ｂ

ブロック式改良　概要 ブロック式改良　滑動モードの破壊

▽海底地盤

支持地盤(φ)

長
　
壁

短　壁

未
改
良
部

すべり面

▽海底地盤
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長
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短　壁

未
改
良
部

すべり面

▽海底地盤
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長
　
壁

短　壁

未
改
良
部

すべり面

▽海底地盤
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長
　
壁
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未
改
良
部

すべり面

▽海底地盤
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改良体

すべり面
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支持地盤(φ)

改良体
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B b
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Ｗ w

B

(C)
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Ｗ

 

図-3.3 壁式・ブロック式深層混合処理地盤の滑動破壊パターン 

 

 

 

図-3.4 壁式・ブロック式深層混合処理地盤の滑動破壊パターン 
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Pah ：主働土圧合力の水平成分（kN） 

Pav ：主働土圧合力の鉛直成分（kN） 

Pph ：受働土圧合力の水平成分（kN） 

Ppv ：受働土圧合力の鉛直成分（kN） 

PW ：残留水圧合力（kN） 

W1 ：上載荷重（kN） 

W2 ：コンクリート工重量（kN） 

W3 ：本体工重量（kN） 

W4 ：上部工重量（kN） 

W5 ：裏埋土重量（kN） 

W6 ：捨石マウンド重量（kN） 

W7 ：裏込土重量（kN） 

W8 ：改良体重量（kN） 

µ1 ：改良体底面での摩擦係数 

µ2 ：未処理土底面での摩擦係数 

γ ：部分係数 

 

b)パターンＢ 

SRZ −=  

WPWahPah

cFctFtphph

PPS

FFPR

⋅+⋅=

⋅+⋅+⋅=

γγ

γγγ
 - - - (3.2) 

 

ここで， 

Fc ：未改良土のせん断強度合力（kN） 

Ft ：安定処理土のせん断強度合力（kN） 

γ ：部分係数 

 
c)パターンＣ 

SRZ −=  

WPWahPah

tFtphPph

PPS

WFPR

⋅+⋅=

⋅⋅+⋅+⋅=

γγ

µγγγ µ 292
 - - - (3.3) 

 

ここで， 

W9 ：長壁間の未改良土重量（壁式改良の場合）（kN） 

γ ：部分係数 

 

d)パターンＤ 
SRZ −=  

WPWahPah

cFcupuapvav

phPph

PPS

FCCPP

WWWWWWWWPR

⋅+⋅=

⋅+⋅−+−+

+++++++⋅+⋅=

γγ

γµ

γγ µ

1

876543211

)}

){(

 

 - - - (3.4) 

 

 

 

2)転倒破壊 
SRZ −=  

WMWahMah

Cuaav

phph

MMS
MMM

MMMMMMMMMR

⋅+⋅=
+++

+++++++⋅+⋅=

γγ

γγ

)

(

9

876543211

 

 - - - (3.5) 

 
ここで， 

Mah  ：主働土圧の水平成分によるモーメント合力

（kN×m） 

Mav  ：主働土圧の鉛直成分によるモーメント合力

（kN×m） 

MCua ：改良体主働側側面での粘着力によるモーメン

ト合力（kN×m） 

Mph  ：受働土圧の水平成分によるモーメント合力

（kN×m） 

M1  ：上載荷重によるモーメント（kN×m） 

M2  ：コンクリート工重量によるモーメント（kN

×m） 

M3  ：本体工重量によるモーメント（kN×m） 

M4  ：上部工重量によるモーメント（kN×m） 

M5  ：裏埋土重量によるモーメント（kN×m） 

M6  ：改良体重量によるモーメント（kN×m） 

M7  ：裏込土重量によるモーメント（kN×m） 

M8  ：改良体重量によるモーメント（kN×m） 

M9  ：長壁間の未改良土重量によるモーメント（kN

×m） 

MW  ：残留水圧によるモーメント（kN×m） 

γ  ：部分係数 

 

3)支持力破壊 
a) 1/η ≧ 3 の場合 

SRZ −=  

1

00 2
1)1(

tS

NLNpR Lqp

⋅=

⋅⋅⋅⋅++⋅⋅=

γ

ργγ γγ  - - - (3.6) 

 
ここで， 

p0 ：支持砂地盤の有効土被り圧（kN/m2） 

LL ：壁式改良地盤の長壁の法線方向の長さ（m） 

Nq ：支持力係数 

Nγ ：支持力係数 

t1 ：端趾圧（kN/m2） 

ρ ：支持砂層の単位体積重量（kN/m3） 
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γ ：部分係数 

 
b)１≦1/η ＜3 の場合 

SRZ −=  

1

00

13
2
1

2
1

2
1

2
1)1(

tS

NLNB

NLNpR

L

Lqp

⋅=

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−⋅⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ ⋅⋅⋅⋅−⋅⋅⋅⋅⋅+

⋅⋅⋅⋅++⋅⋅=

γ
η

ργργ

ργγ

γγγγ

γγ

  

 - - - (3.7) 

ここで， 

B ：改良幅（m） 

LS ：壁式改良地盤の短壁の法線方向の長さ（m） 

η ：長壁の割合 

SL

L

LL
L
+

=  

γ ：部分係数 

 
4)内部安定 

a)端趾圧 
SRZ −=  

)( 01 ∑ ⋅⋅−⋅=

=

i
ii

c

hKtS

fR

ργ  - - - (3.8) 

 
ここで， 

h ：未処理土層の層厚（m） 

K0 ：静止土圧係数 

fc ：安定処理土の設計圧縮強度（kN/m2） 

ucq⋅⋅= βα  

quc ：安定処理土の設計基準強度（kN/m2） 

α ：断面有効係数 

β ：オーバーラップ部信頼度係数 

γ ：部分係数 

ρ ：未処理土層の単位体積重量（kN/m3） 

 

b)せん断（長壁） 
SRZ −=  

AWtS

qR

l

uc

/)(
2
1

1 −⋅=

⋅⋅⋅=

γ

βα
 - - - (3.9) 

 
ここで， 

A ：改良体断面積（m2） 

Wl ：改良地盤前趾から検討位置までの改良体重量

（kN） 

c)せん断（短壁） 
SRZ −=  

swsW

uc

RpptS

qR

⋅++⋅=

⋅⋅⋅=

)(
2
1

62γ

βα
 - - - (3.10) 

 
ここで， 

pW6 ：捨石マウンドによる応力（kN/m2） 

pws ：改良体重量による応力（kN/m2） 

Rs ：短壁の割合 

)/( slss LLLR +=  

Ll ：長壁長さ（m） 

Ls ：短壁長さ（m） 

t2 ：ケーソン直下の端趾圧（kN/m2） 

γ ：部分係数 

 

d)抜け出し破壊 
SRZ −=  

WPWahPah

ucuphPph

PPS

ScPR

⋅+⋅=

⋅⋅+⋅= ∑
γγ

γγ
 - - - (3.11) 

 

ここで， 

cu ：未処理土の非排水せん断強さ（kN/m2） 

S ：抜け出し部分の表面積（m2） 

 

(2) 防波堤 

1)滑動破壊 

a)パターン A 
SRZ −=  

PPS

WCCPP

WWWWWPR

PahPah

upuapvav

phPph

⋅+⋅=

⋅⋅+⋅−+−+

++++⋅+⋅=

γγ

µγµ

γγ

µ

µ

2921

864321

)}

){(

 

 

 - - - (3.12) 

ここで， 

P ：波力合力（kN） 

 

b)パターンＢ 

SRZ −=  

PPS

FFPR

PahPah

cFctFtphph

⋅+⋅=

⋅+⋅+⋅=

γγ

γγγ
 - - - (3.13) 

 

c)パターンＣ 
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SRZ −=  

PPS

WFPR

PahPah

tFtphPph

⋅+⋅=

⋅⋅+⋅+⋅=

γγ

µγγγ µ 292
 - - - (3.14) 

 

d)パターンＤ 
SRZ −=  

PPS

FCCPP

WWWWWPR

PahPah

cFcupuapvav

phPph

⋅+⋅=

⋅+⋅−+−+

++++⋅+⋅=

γγ

γµ

γγ µ

1

864321

)}

){(

 

 - - - (3.15) 

 

2)転倒破壊 
SRZ −=  

PMPahMah

Cuaav

phph

MMS
MM

MMMMMMR

⋅+⋅=
++

++++⋅+⋅=

γγ

γγ

)

( 864321

 

 - - - (3.16) 

ここで， 

MP ：波力合力によるモーメント（kN×m） 

 

3)支持力破壊 
a) 1/η ≧ 3 の場合 

SRZ −=  

1

00 2
1)1(

tS

NLNpR Lqp

⋅=

⋅⋅⋅⋅++⋅⋅=

γ

ργγ γγ  - - - (3.17) 

 
b)１≦1/η ＜3 の場合 

SRZ −=  

1

00

13
2
1

2
1

2
1

2
1)1(

tS

NLNB

NLNpR

L

Lqp

⋅=

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−⋅⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ ⋅⋅⋅⋅−⋅⋅⋅⋅⋅+

⋅⋅⋅⋅++⋅⋅=

γ
η

ργργ

ργγ

γγγγ

γγ

 

 - - - (3.18) 

 

4)内部安定 

a)端趾圧 
SRZ −=  

)( 01 ∑ ⋅⋅−⋅=

=

i
ii

c

hKtS

fR

ργ  - - - (3.19) 

 
b)せん断（長壁） 

SRZ −=  

AWtS

qR

l

uc

/)(
2
1

1 −⋅=

⋅⋅⋅=

γ

βα
 - - - (3.20) 

 
c)せん断（短壁） 

SRZ −=  

swsW

uc

RpptS

qR

⋅++⋅=

⋅⋅⋅=

)(
2
1

62γ

βα
 - - - (3.21) 

 
d)抜け出し破壊 

SRZ −=  

WPWahPah

ucuphPph

PPS

ScPR

⋅+⋅=

⋅⋅+⋅= ∑
γγ

γγ
 - - - (3.22) 

 

3.4 確率分布の推定 

(1) 港湾構造物に共通の設計因子 

次に，性能照査式で用いられている耐力および荷重に

関する設計因子について，その特性値を推定した．各々

の設計因子に対する真値の平均値の偏りα および変動

係数 V から設計因子に対する真値の平均値µ と標準偏差

σ は式(3.23)を基に算出することができる． 
 

xxx

ex

V
X
⋅=

⋅=

µσ
αµ

 - - - (3.23) 

 
ここで， 

α ：設計因子 X における真値の偏り 

µx ：設計因子 X の真値の平均値 

Xe ：設計因子 X の推定値（現行設計法における耐

力および荷重の設計用値） 

σx ：設計因子 X の標準偏差 

Vx ：設計因子 X における変動係数 

 
波力，潮位，材料の密度ならびに土圧などの港湾構造

物に共通の設計因子については，既往の文献 13)-22)を参考

に表-3.1 に示すように設定した． 

 

(2) 深層混合処理地盤特有の設計因子 

深層混合処理地盤に特有の改良地盤強度ならびに改

良体側面での付着力に関しては以下の方法で真値の平均

値の偏りα および変動係数 V を推定した． 
1)改良地盤の強度 

現行の技術基準 5)では，設計基準強度（quck）と室内配

合試験による一軸圧縮強さの平均値（qul）は，次式にお
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いて確定的に関係付けられている． 

 

ul

ufuck

q

qq

⋅⋅=

⋅=

λγ

γ
 - - - (3.24) 

 

ここに， 

ufq  ：原地安定処理土の一軸圧縮強さの平均値

（kN/m2） 

ulq  ：室内配合処理土の一軸圧縮強さの平均値

（kN/m2） 

γ ：現場強度係数 

λ ： ufq と ulq の比 

 

深層混合処理地盤の設計に信頼性設計法を適用するに

際して，上記に示した確定的な関係に代わり，確率論に

基づく関係を十分に整理しておく必要がある．そこで，

図-3.5 に信頼性設計法における quck， ulq および ufq の相

互関係についての概念を示すこととする． 

 

 

 

 

 

 

 

表-3.1 設計因子の分布 

設計因子 平均値の 
偏り 

α 

変動係数 
V 

備 考 設計計算に用いる外

力および抵抗力 
参考文献 

波力（防波堤）    
 沖波波高推定精度 1.00 0.10  

0.97 0.04 水深変化緩(水深勾配 1/30 以下)  波浪変形計算精度 
  1.06 0.08 水深変化急(水深勾配 1/30 超) 
 破砕変形推定精度 0.87 0.10  

0.91 0.19 ｹｰｿﾝ式混成堤  波力算定式推定精度 
  0.84 0.12 消波ﾌﾞﾛｯｸ被覆堤 

水平波圧，揚圧力 
13), 14), 15) 

設計潮位（岸壁）    
前面潮位 RWL 0.60 0.30 H.W.L.に対して 

 残留水位 RRWL 1.10 0.20 前面潮位に対して 

有効重量，動水圧作

用高さ, 16) 

設計潮位（防波堤）    
1.00 0.30 H.W.L.に対する分布 

(H.H.W.L.／H.W.L.=1.5 の場合) 
設計潮位 RWL 

1.00 0.20 H.W.L.に対する分布 
(H.H.W.L.／H.W.L.=2.0,2.5 の場合) 

波圧，動水圧，浮力

の作用高さ, 15) 

静止摩擦係数  1.06 0.15 捨石ﾏｳﾝﾄﾞとｺﾝｸﾘｰﾄ間 構造物, 17),18),19)
材料密度    
 鉄筋コンクリート 0.98 0.02  
 無筋コンクリート 1.02 0.02  
 中詰め砂 1.02 0.04  
 基礎ﾏｳﾝﾄﾞ, 裏込石 1.00 0.03  
 裏埋め土 1.00 0.03 基礎地盤密度に準じて仮定 
 改良体 1.00 0.03 基礎地盤密度に準じて仮定 
 未処理土 1.00 0.03 基礎地盤密度に準じる 

周辺地盤 1.00 0.03 基礎地盤密度に準じる 
基礎地盤 1.00 0.03  
(海)水の密度 1.00 0 定数 

構造物の重量，慣性

力,土圧，浮力，水圧，

20)，21) 
支持地盤の耐力（抵

抗力設計用値）,22)
浮力，動水圧，残留

水圧 

強度    
 改良土（体） 1.00 0.33  
 未処理土（周辺地盤） 1.00 0.10 基礎地盤強度に準じる 

基礎地盤 1.00 0.10 μ＝tanφを用いる 

設計圧縮耐力，設計

せん断耐力，付着力，

耐力，15)，21) 
 

サーチャージ 1.04 0.05  
静的土圧 1.00 0.10  

重量，慣性力，土圧

静的土圧,16) 
設計震度    
 地区共通 第１種地盤 1.00 0.25 

 地区共通 第２種地盤 1.00 0.25 

 地区共通 第３種地盤 1.00 0.25 

地域・地盤種別によらず仮定 
慣性力，動水圧，地

震時土圧，15) 
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図-3.5 quck と ulq の関係について（概念図） 

 

設計基準強度（quck）は，基準とする強度をどのように

定義するかによって値が異なってくるため，その定義が

重要である．設計基準強度の定義変更に伴い予想される

設計上の混乱を避けるため，また，現行の設計基準強度

は材料強度の特性値に該当して信頼性設計法においても

適用が可能と考えられるため，本研究では信頼性設計法

における設計基準強度（quck）は現行技術基準 5)での定義

と同一にすることが望ましいと考えた．改良土の強度分

布が正規分布に従うと仮定すると，現場強度係数γ と変

動係数 V の関係は次式で与えられる． 

 

( )100/1 Vk ⋅−=γ    - - - (3.25) 

 

ここで， 

k ：正規偏差（標準偏差α に対する倍率） 

 

現行設計法では，室内強度試験の平均値（ ulq ），原位

置強度の平均値（ ufq ）と設計基準強度（quck）は，式(3.24)

に示した様に現場強度係数（γ）によって関係づけられ，

海上工事においてはγ =2/3 程度である．一方，海上施工

における改良土強度の変動係数（V）は 20～50％程度で

あることが判明しており，本研究では標準値として V = 

33%を用いている．式(3.25)にγ =2/3，V = 33%を代入

すると k=1.0 が得られる．すなわち，現行設計法におい

て，確定的に ulq および ufq の 2/3 で与えられていた設計

基準強度（quck）は，信頼性設計法において確率的に表現

すると， ulq および ufq を中心とした正規分布において中

心より低強度側に 1σ  の位置で示されることが分かる

（図-3.5 参照）． 

このように現行設計法での設計基準強度（quck）を信頼

性設計においても同様に基準値と考えた場合には，図

-3.5 に示す通り改良土の強度のばらつきを平均値の偏

りα =1.5 と変動係数 V を 0.33 とした正規分布を導入す

ることで，信頼性設計法への適用が可能となる．なお，

改良地盤の強度は，次式のように推定することができる

5),23)． 
 

ulquc

ufquc

uckquc

ucdcd

qVk

qVk

q
qf

⋅⋅⋅−⋅⋅⋅=

⋅⋅−⋅⋅⋅=

⋅⋅⋅=

⋅⋅=

λγβα

γβα

γβα
βα

)100/1(

)100/1(
 - - - (3.26) 

 
ここで， 

fcd ：改良体の設計圧縮強度（kN/m2） 

qucd ：設計基準強度の設計用値（kN/m2） 

quck ：設計基準強度の特性値（kN/m2） 

ufq  ：原地安定処理土の一軸圧縮強さの平均値

（kN/m2） 

ulq  ：室内配合処理土の一軸圧縮強さの平均値

（kN/m2） 

α ：断面有効係数 

β ：改良杭間のオーバーラップ部の信頼度係数 

γquck ：設計基準強度の部分係数 

 

2)側面付着力 

側面付着力は改良体側面に作用する未処理土の粘着力

であるため，その確率分布は未処理土のものを適用する 

表-3.2 検討断面の概要 

断面 断面形式 
前面水深 

(m) 

改良深度

(m) 

改良幅 

(m) 
改良形式

設計水平 

震度 
改良体強度 ufq  

(kN/m2) 

① 護岸 -10.0 -12.0 30.0 壁式 0.18 2800 

② 護岸 -7.5 -28.5 35.0 ﾌﾞﾛｯｸ式 0.15 2300 

③ 護岸 -4.0 -14.0 18.0 壁式 0.12 2889 

④ 護岸 -18.0 -24.0 48.0 壁式 0.10 3333 

⑤ 防波堤 -18.0 -6.0 15.0 壁式 0.12 2586 
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(a) 検討断面① 

 

 

 
 

(b) 検討断面② 
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(c) 検討断面③ 

 

 

 

(d) 検討断面④ 
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とし，平均値の偏りα =1.00，変動係数 V = 0.1 とした． 
 
以上の検討より求められた設計因子の確率分布を表

-3.1 にまとめて示す． 
 

3.5 信頼性解析及び解析結果 

(1) 検討断面 

現行の技術基準を基に設計された改良断面の安全余裕度

を信頼性理論を用いて評価を行った．検討対象として，

施工事例の中から典型的な 5 断面（護岸 4，防波堤 1）を

抽出し，その断面を図-3.6(a)～(e)に示した．また，検

討断面の概要を表-3.2 に示している．(2) 信頼性指標と

安全率の関係 

信頼性解析により算出された信頼性指標βと既往の設

計計算 5)に基づく安全率 Fs の関係を各破壊モードごと

に図-3.7(a)～図-3.7(d)に示す．滑動破壊に関しては（図

-3.7(a)），信頼性指標は 3～10 程度に広く分布して全般

に大きなばらつきが見られるものの，全般的には安全率

の増加につれ信頼性指標も増加する傾向が見られる．転

倒破壊に関しては（図-3.7(b)），安全率の大きさに拘わ

らず信頼性指標は 8 以上と大きいことが分かる．一方，

支持力破壊に関しては（図-3.7(c)），得られた信頼性指

標は 3 程度と一定であり検討断面の違いはあまり見られ

ない．また，壁式改良地盤の抜け出し破壊については（図

-3.7(d)），安全率の増加にともなって信頼性指標β も増

加する傾向が見られる． 

このように各破壊モードによって全体の傾向や値に大

きな違いが見られ，破壊モードによって信頼性指標と安

全率の関係に大きな違いが見られた．米国等における一

般の構造物（建物，道路橋）の許容信頼性指標βa は 2.0

～3.5（破壊確率 2.27×10-2～2.33×10-4）の範囲に設定

しているという報告 24)がある．本計算の結果と比較する

と，いずれの破壊モードについてもβ は 2 を上回ってお

り，計算上は安全性が高い結果が得られていることが分

かる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 滑動破壊 

 

 

 

 

(e) 検討断面⑤ 

図-3.6 検討断面 
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(b) 転倒破壊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 支持力破壊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 抜出し破壊 

図-3.7 安全率 Fs と信頼性指標β の関係 

(3) 感度係数αと信頼性指標βの関係 

５つの検討断面についての解析結果から感度係数αを

設計因子ごとに算出し，便宜的にそれらの平均値を算出

して代表的な感度係数α を求め，表-3.3～表-3.6 に示し

た．表では，壁式改良地盤の４つの滑動パターンの内，

現実的と思われるパターンＡおよびＤについてのみ掲載

した．表中，感度係数α が大きい確率変数ほど安定性へ

の影響が大きい．なお，求められたαの絶対値が 0.1 未

満のものについては，信頼性指標β に対する影響が小さ

いと見なして 0 とし，表には示していない．  

 

1)滑動破壊について 

常時においては受働土圧・静止摩擦係数と主働土圧の

安定性への影響が大きいことが分かった．特に，せん断

力と静止摩擦係数の感度が非常に大きい．つまり，粘着

抵抗に関する局部的な性状の影響が大きいことが分かっ

た．また，滑動はこれまでの試計算では最も安定上クリ

ティカルであると考えられており，常時においては改良

体底面と地盤の摩擦係数あるいは改良体のせん断強度の

感度が大きいことが分かった．また，自重に関する項目

は個々の部材ごとに算出を行っているが，全体的に感度

は低いと考えられるため，細かい仕様ごとに分割して解

析を行ったとしても解析結果への影響はあまり大きくな

いと考えられる．ただし裏込土及び改良体の自重の項目

は転倒の安定性に影響を与えるため，区別して評価すべ

きであると考えられる． 

 

2)転倒破壊について 

転倒破壊に関しては，主働土圧（波力が影響する場合

には波力）の影響が突出している．また，自重の中では

裏埋め土と改良体の自重の影響が大きいことが分かる．

ケーソン式護岸においては（検討断面①～検討断面④），

裏込土及び改良体の自重による影響が大きく安定性に寄

与していることが分かる．常時においてはケーソン式護

岸の場合には，主働土圧及び受働土圧の水平成分の影響

が大きい．又，防波堤の場合（検討断面⑤）においては

波力による影響が大きい事が分かる． 

 

3)支持力破壊（端趾圧）について 

支持力破壊（端趾圧）に関しては，改良体の一軸圧縮

強さが最も影響が大きいことが分かった．そのため，改

良体に関する強度の設定に関して，より詳細な検討が必

要であると考えられる． 
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表-3.3 感度係数と信頼性指標（滑動破壊） 

(a) 滑動パターンＡ 

名称 平均値 

 

µ 

変動 

係数 
V 

感度 

係数 

α 

信頼性 

指標 

βt 

設計用値 

 
fd 

特性値 

 
fk 

部分 

係数 

γ 
受働土圧の水平成分, γPph1 1.0 10.0 % 0.35 2.857 1.11 1.0 0.901 

主働土圧の水平成分, γPahh 1.0 10.0 % -0.40 2.857 0.90 1.0 1.113 

静止摩擦係数, γµ1 1.0 10.0 % 0.76 2.857 1.28 1.0 0.784 

波力, γP 0.81 16.0 % -0.27 2.857 0.72 1.0 1.388 

 

 

(b) 滑動パターンＤ 

名称 平均値 

 

µ 

変動 

係数 
V 

感度 

係数 

α 

信頼性 

指標 

βt 

設計用値 

 
fd 

特性値 

 
fk 

部分 

係数 

γ 
受働土圧の水平成分, γPph1 1.0 10.0 % 0.10 2.857 1.03 1.0 0.970 

主働土圧の水平成分, γPahh 1.0 10.0 % -0.17 2.857 0.95 1.0 1.047 

せん断応力, γτ 1.0 33.0 % 1.00 2.857 17.29 1.0 0.058 

静止摩擦係数, γµ1 0.81 10.0 % 0.86 2.857 1.33 1.0 0.754 

 

 

表-3.4 感度係数と信頼性指標（転倒破壊） 

名称 平均値 

 

µ 

変動 

係数 
V 

感度 

係数 

α 

信頼性 

指標 

βt 

設計用値 

 
fd 

特性値 

 
fk 

部分 

係数 

γ 
受働土圧の水平成分, γPph1 1.0 10.0 % 0.20 2.857 1.06 1.0 0.943 

自重（裏埋め土）, γM2 1.0 3.0 % 0.35 2.857 1.03 1.0 0.970 

自重（基礎マウンド）, γM3 1.0 3.0 % 0.13 2.857 1.03 1.0 0.969 

自重（改良体）, γM6 1.0 3.0 % 0.44 2.857 1.04 1.0 0.963 

自重（未処理土）, γM7 1.0 3.0 % 0.22 2.857 1.02 1.0 0.981 

側面付着力, γMcua 1.0 10.0 % 0.18 2.857 1.05 1.0 0.948 

浮力, γMup0 1.0 0.5 % -0.10 2.857 1.00 1.0 1.001 

主働土圧の水平成分, γPahh 1.0 10.0 % -0.21 2.857 0.94 1.0 1.059 

波力, γP 0.81 16.0 % -0.77 2.857 0.60 1.0 1.667 

揚圧力, γPw 0.81 16.0 % -0.14 2.857 0.76 1.0 1.313 

 

 

表-3.5 感度係数と信頼性指標（内部破壊・端趾圧） 

名称 平均値 

 

µ 

変動 

係数 
V 

感度 

係数 

α 

信頼性 

指標 

βt 

設計用値 

 
fd 

特性値 

 
fk 

部分 

係数 

γ 
一軸圧縮強さ, γqul 1.0 33.0 % 1.00 2.857 17.34 1.0 0.058 

端趾圧, γt1 1.0 3.6 % 0.00 2.857 1.00 1.0 1.000 

単位体積重量, γγ1' 1.0 3.0 % 0.00 2.857 1.00 1.0 1.000 

単位体積重量, γγ2' 1.0 3.0 % 0.00 2.857 1.00 1.0 1.000 

 

 

表-3.6 感度係数と信頼性指標（抜け出し破壊） 

名称 平均値 

 

µ 

変動 

係数 
V 

感度 

係数 

α 

信頼性 

指標 

βt 

設計用値 

 
fd 

特性値 

 
fk 

部分 

係数 

γ 
受働土圧の水平成分, γPph1 1.0 10.0 % 0.18 2.857 1.05 1.0 0.948 

周面摩擦力, γcu2 1.0 10.0 % 0.95 2.857 1.38 1.0 0.727 

主働土圧の水平成分, γPahh 1.0 10.0 % -0.19 2.857 0.95 1.0 1.054 

残留水圧, γPwh2 1.0 20.0 % 0.00 2.857 1.10 1.0 1.000 
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4)抜出し破壊について 

抜け出し破壊に関しては，改良体と未改良地盤との摩

擦力の影響が最も大きく，周面摩擦に関する評価につい

て今後精査することが重要である． 

 

(4)目標信頼性指標および部分係数の設定 

部分係数γ は信頼性指標及び耐力，荷重の特性値から

下式を用いて算出することができる． 

 

( )
( ) SV

RV

SSS

RRR

/1
/1

µβαγ
µβαγ

⋅⋅⋅−=
⋅⋅⋅−=

 - - - (3.27) 

 

ここで， 

α ：感度係数 

β ：信頼性指標 

VR ：耐力の変動係数 

VS ：荷重の変動係数 

µR ：耐力の平均値 

µS ：荷重の平均値 

 

 

目標信頼性指標βtの設定方法として，本研究においては

既存の構造物の信頼性指標βを基にして設定することと

した．ただし深層混合処理地盤における限界状態は複数

あり（表-2.2 参照），しかも，図-3.7(a)～図-3.7(d)に

示すように，各限界状態で信頼性指標β が大きく異なる

結果となっている．そのため，限界状態を個別で見ると

目標信頼性指標βtをどこに設定すれば良いかの判断は難

しい．また，各性能照査式に含まれる設計因子は互いに

相関を持ったものであり，各限界状態を独立に考えるこ

とは矛盾がある．そこで，本研究では全ての限界状態の

相関性を考慮したシステム全体の信頼性指標を求め，そ

れを基に目標信頼性指標βtを設定することとした．設定

にあたり，技術基準 7)で実際に運用することを考慮し，

全ての検討断面について同じ部分係数が設定できるよう

に，共通の感度係数を設定した． 

常時についてシステム破壊確率とシステム信頼性指標

の値を求めると，検討断面によってシステム信頼性指標

は 1.7～2.7 程度と各断面によって差が見られた．この差

の原因として，図-3.6 に示した検討断面①～⑤の設計は

必ずしも基準最低限の安全率で設計されている訳ではな

く設計者のエンジニアとしての暗黙の余裕を含む場合が

あることや，設計値の中に実際には離散値を取る値があ

ることなどが考えられる．また，構造形態ごとに必要と

考えられる安全性の大きさが異なる可能性も考えられる．

これに関しては更なる精査が必要となる事項であり，本

研究において目標信頼性指標設定の根拠とするのは難し

い．そのため，本研究では全検討断面を代表するシステ

ム信頼性指標として，各検討断面のシステム信頼性指標

の平均値（常時について 2.857，地震時について 2.331）

の目標信頼性指標を設定した．設定された目標信頼性指

標を式(3.27)に代入して計算された部分係数の値を表

-3.3～表-3.6 に示す．表中，平均値と特性値が同じ値の

場合は，確率変数の感度が正，すなわち耐力側に働くも

のである場合は設定された部分係数の値が 1.0 未満とな

り，逆に確率変数の感度が負，すなわち荷重側に働くも

のである場合は 1.0 を超える部分係数となる． 

 

(5) 部分係数の検証 

表-3.3～表-3.6 に示した部分係数の中には非常に大

きい確率変数も見られた．これらは，変動係数が大きい

にもかかわらず，その分布形を正規分布として取り扱い，

式(3.27)をそのまま適用したためであると考えられた．

また，本研究においては各性能関数における確率変数を

独立と仮定してシステム信頼性指標を求め，これを基に

目標信頼性指標を設定して部分係数を算定した．この方

法は計算が簡便で安全側の考え方ではあるが，改良地盤

の性能関数に含まれる確率変数には相関が大きいと思わ

れる変数も存在するため，より合理的な部分係数の設定

を行うためには適切に相関を考慮する必要があると考え

られる． 

先の部分係数算定において，現実にはそぐわない非常

に大きな部分係数が算定される場合があるという問題が

あった．この原因としては，全ての確率変数を正規分布

として評価したことが挙げられる．下限値を持つ確率変

数の場合，平均値の大きさがその下限値に比べて十分に

は大きくない場合には対数正規分布に従うことが多い．

このような確率変数を正規分布として評価すると，現実

と乖離した信頼性評価結果を得ることとなる．試みに，

改良体の一軸圧縮強さ（qu）が正規分布に従う場合と対

数正規分布に従う場合の感度係数ならびに部分係数（目

標信頼性指標が 3.0 の場合）を求めると，正規分布とし

て quを評価した場合には部分係数の値γquは 909.174と

いう非常に大きい値となるが，対数正規分布とした場合

には 2.771 であった．これは土の一般的な安全率とされ

ている 3.0 に近い値であり妥当な値と言える．この結果

から，変動係数の大きな確率変数を扱う場合にはその確

率変数の確率分布形を対数正規分布とすれば，実際の状

態を反映した部分係数の値を得ることができることが推

測される． 
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以上の考察を踏まえて，以降の検討では，①滑動破壊（改

良体せん断抵抗力）での改良体せん断応力度，②端趾圧

に関する限界状態における一軸圧縮強さ，③前面潮位な

らびに④残留水位については変動係数が大きい上に限界

状態関数に対する感度係数も大きいために対数正規分布

として扱うものとした．なお，部分係数は，確率変数の

分布形が正規分布と対数正規分布である場合によって異

なり，それぞれ以下の式を用いて求めることができる． 

 

1)正規分布の場合 

( )Vf
ff

d

dk

⋅⋅−⋅=

=

βαµ
γ

1
/

 - - - (3.28) 

 

ここに， 

γ ：部分係数 

fk ：特性値 

fd ：設計用値（設計点における確率変数の値） 

μ ：確率変数の平均値 

V ：確率変数の変動係数 

α ：確率変数の設計点における感度係数 

βt ：目標信頼性指標 

 

2)対数正規分布の場合 

( )ξβαλ
γ

⋅⋅−=

=

exp
/

d

dk

f
ff

 - - - (3.29) 

 

 

ここに， 

λ ： 確率変数の自然対数の平均値 

⎟
⎠
⎞⎜

⎝
⎛ += 21ln Vµλ   

ζ ： 確率変数の自然対数の標準偏差 

  ( )21ln V+=ς  

 

上記の様に対数正規分布として計算された滑動破壊

（パターンＡとＤ）ならびに改良体の圧縮破壊（端趾圧）

についての部分係数を表-3.7 と表-3.8 に示す．各々の表

において，部分係数が 1.0 未満の最小値は抵抗値側のパ

ラメータで最も影響のある（敏感な）ものを示し，1.0

を超える最大値は荷重側のパラメータで最も影響（敏感）

なものを示すと考えてよい．例えば，表-3.7(a)に示す滑

動パターンＡでは，静止摩擦係数の部分係数が最小値で

ある．表-3.7(b)に示す滑動パターンＤでも滑動パターン

Ａと同様の傾向を示している．表-3.8 より，端趾圧に関

する部分係数は現地安定処理土の強度の部分係数におい

て最小の値を示していることが分かる． 

 

 

 

 

 

 

 

表-3.7 滑動に関する限界状態の部分係数 

(a) パターンＡ 

名称 感度 

係数 

α 

信頼性 

指標 

βt 

変動 

係数 
V 

 
 

µ / fk 

部分 

係数 

γ 
自重（上部工）, γW1 0.001     

自重（ｺﾝｸﾘｰﾄ）, γW2 0.010     

自重（中詰砂）, γW3 0.020     

自重（背面土）, γW4 0.029     

自重（基礎）, γW5 0.034     

自重（改良体）, γW6 0.097 2.857 3.0% 1.0 0.992 

自重（未処理土）, γW7 0.064     

自重（その他）, γW8 0.010     

浮力, γMup1 -0.013     

主働土圧の水平成分, γPahh -0.388 2.857 10.0% 1.0 1.111 

主働土圧の鉛直成分, γPahv 0.007     

受働土圧の水平成分, γPphh 0.207 2.857 10.0% 1.0 0.941 

側面付着力（主働側）, γMcua 0.020     

側面付着力（受働側）, γMcup -0.014     

静止摩擦係数, γµ1 0.870 2.857 10.0% 1.0 0.751 

前面潮位, γWL 0.070     

残留水位, γRWL -0.079     
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(6) 新しい部分係数を用いた解析 

1)信頼性指標と R/S 

図-3.6 に示した５つの検討断面に対して，改良地盤の

破壊形態の中で多くの場合にクリティカルとなる滑動破

壊と改良体の圧縮破壊（端趾圧）に着目し，表-3.7 と表

-3.8 に示す部分係数を用いてレベル１信頼性設計法に

よる安全性照査を行った．そして現行設計法による照査

の場合との安全性余裕の比較を行い，部分係数の妥当性

を検証した．図-3.8 に滑動破壊と圧縮破壊（端趾圧）に

ついて，信頼性指標βとレベル 1 信頼性設計法による照

査結果（R/S）の関係を示す．図-3.8(a)より，滑動破壊

のうち改良部底面での摩擦で抵抗するパターンＡ及びＤ

は，β，R/S ともに全般的に小さく，支配的な破壊モード

であることが分かる．一方，改良部底面のせん断で抵抗

するパターンＢ及びＣは，β が 6 程度以上，R/S も 2 程

度以上と大きく，破壊可能性が小さいことが分かる．図

-3.8(b)に示す端趾圧について見ると，β の増加にとも

ない R/S の値が急速に増加する傾向が見られる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 滑動破壊 
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表-3.7 滑動に関する限界状態の部分係数 

(b) パターンＤ 

名称 感度 

係数 

α 

信頼性 

指標 

βt 

変動 

係数 
V 

 
 

µ / fk 

部分 

係数 

γ 
自重（上部工）, γW1 0.002     

自重（ｺﾝｸﾘｰﾄ）, γW2 -0.002     

自重（中詰砂）, γW3 0.002     

自重（背面土）, γW4 0.019     

自重（基礎）, γW5 0.042     

自重（改良体）, γW6 0.066     

自重（その他）, γW8 0.014     

浮力, γMup1 0.006     

主働土圧の水平成分, γPahh -0.394 2.857 10.0% 1.0 1.113 

主働土圧の鉛直成分, γPahv 0.004     

受働土圧の水平成分, γPphh 0.388 2.857 10.0% 1.0 0.889 

未処理土粘着力, γcu 0.173 2.857 33.0% 1.0 0.810 

側面付着力（主働側）, γMcua 0.017     

側面付着力（受働側）, γMcup -0.019     

静止摩擦係数, γµ1 0.711 2.857 10.0% 1.0 0.797 

前面潮位, γWL 0.090 2.857 10.0% 1.0 0.970 

残留水位, γRWL -0.107     

波力, γP -0.271 2.857 16.0% 0.81 1.388 

揚圧力, γPw -0.010     

 

表-3.8 改良体の圧縮破壊（端趾圧） 

名称 感度 

係数 

α 

信頼性 

指標 

βt 

変動 

係数 
V 

 
 

µ / fk 

部分 

係数 

γ 
改良体強度, γquf 0.992 2.857 33.3% 0.670 0.569 

端趾圧, γt1 -0.171 2.857 3.6% 1.000 1.018 

単位体積重量, γγ1' 0.009     

単位体積重量, γγ2' 0.010     
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(b) 圧縮破壊（端趾圧） 

図-3.8 信頼性指標βと R/S の関係 

 

2)安全率と R/S 

図-3.9 に滑動破壊ならびに圧縮破壊（端趾圧）につい

て，安全率（Fs）と照査結果（R/S）との関係を示す．ま

ず，滑動破壊について見ると（図-3.9(a)），改良部底面

での摩擦で抵抗するパターンＡとＤではほぼ１対１の比

例関係が見られる．一方，改良部底面のせん断で抵抗す

るパターンＢでは，パターンＡと比べて R/S の値が大き

いことが分かる．これは，改良体のせん断抵抗の常時部

分係数が 0.45 程度であり，せん断強度の半分まで限界値

として見込めるためであると考えられる．次に圧縮破壊

（端趾圧）について見ると（図-3.9(b)），同じ安全率（Fs）

であっても R/S の値が大きく異なる傾向が見られる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 滑動破壊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 支持力破壊（端趾圧） 

(b) 圧縮破壊（端趾圧） 

図-3.9 安全率と照査結果（R/S） 

 

3.6 モデルケースによる検証 

(1) 信頼性指標の見直し 

性能設計において，算出された信頼性指標が一定水準

の安全性を確保するように制御するためには個々の部分

係数が適切に設定される必要がある．しかし，3.5 での

検討では，各破壊モードがクリティカルではない条件で

の検討であった．そこで，通常の現場の多くでクリティ

カルとなる滑動破壊について標準的なモデル断面を設定

し，信頼性指標と部分係数を精査することとした． 

これまでの検討により得られた部分係数（表-3.7～表

-3.8）を用いて，最適な断面（Z＝ R/S ≒1.0）を設定し，

この断面に対して信頼性解析を行い信頼性指標を算出し

た．さらに今回の検討では，ここで得られた信頼性指標

が目標信頼性指標を上回ることを目指して，部分係数を

再度見直し，モデルケースに対してあらたに信頼性解析

を行い信頼性指標を算出した．本検討では，図-3.3 に示

す種々の破壊モードのうち，一般的にクリティカルとな

る滑動破壊（パターンＡとＤ）に着目した． 

 

(2) 検討用モデル断面 

部分係数の妥当性の検討に際して，改良体の幅と深さ

に着目して，図-3.10 に示す壁式改良地盤上の岸壁をモ

デル断面と設定した．パラメトリックな計算を容易にす

るために，ケーソン背後の裏込石は長方形の形状として

いる．最適な断面（安全余裕度が全くない断面）の設定

に際しては，上部構造物や潮位などの設計条件を統一し，

改良幅Ｂのみを 50cm ずつ変化させて，Z = R/S ≒1.0 と

なるように改良幅を設定した．改良深度Ｄは 15m，20m，

25m の３種類とした． 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

安全率   Fs

レ
ベ

ル
１

照
査

（
R

／
S
）

パターンA

パターンB

パターンD

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

安全率   Fs

レ
ベ

ル
１

照
査

（
R

／
S
）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.0 5.0 10.0 15.0

信頼性指標   β

レ
ベ

ル
１

照
査

　
（
R

／
S
）



深層混合処理地盤の性能設計法導入に向けた検討について 

－25－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.10 モデル断面図 

 

(3) 解析結果 

安全余裕度の全くない断面（Z = R/S ≒1.0）における

改良幅Ｂ及び改良深度Ｄの関係を図-3.11 に示す．滑動

破壊の場合には全体の自重により滑動抵抗力が増す傾向

にあるため，改良深度が深くなるほど改良幅が狭くなる

傾向にあることが分かる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.11 改良幅Ｂと改良深度Ｄの関係 

 

信頼性指標β と改良深度Ｄおよび改良幅Ｂとの関係を

図-3.12 および図-3.13 にそれぞれ示す．まず，改良深度

との関係では（図-3.12），改良深度の増加とともに信頼

性指標が徐々に減少していく傾向が見られる．一方，改

良幅との関係では（図-3.13），改良幅の増加にともない

急速に増加する傾向が見られる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.12 改良深度Ｄと信頼性指標β の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.13 改良幅Ｂと信頼性指標β の関係 

 

 モデルケースに対して最適設計を行い，信頼性評価し

たところ，Ａ，Ｄパターンについて，それぞれ 2.239 と

2.561 の信頼性指標が得られた．本研究における最適設

計の目標信頼性指標βt は常時で 2.86 である．求められた

値は目標信頼性指標βt と比較して小さい．この理由とし

て以下のことが考えられる． 

 

①感度の平方和が 1.0 に満たない 

本研究においては，感度が 0.1 を下回る確率変数

の感度は，全体に与える影響が小さいものとしてゼ

ロと見なしている．そのため，部分係数を設定する

全確率変数の感度の平方和が 1.0 に満たない． 

②部分係数を算定するための感度を，各ケースの感度

の平均値としている 
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(4) 感度係数および部分係数の再設定 

実際の設計のためには，信頼性指標が目標信頼性指標

を上回る設計結果になるような部分係数を設定しておく

ことが望ましい．そこで，本研究においてもこの考え方

にしたがって，部分係数の見直しを行うこととした． 

まず，目標信頼性指標に安全性の余裕を見込んで，そ

れぞれ目標信頼性指標（βa）を 3.0 と設定した．次に，

目標信頼性指標βa と各ケースで最小の信頼性指標βとの

比を計算し，その比を現在の感度係数全てにかけること

で感度係数を見直し，部分係数を再設定した．最終的に

は，個々の定数を 0.05 ごとに数値を丸めた． 

見直した感度係数に基づいて，求められた部分係数を

見直した結果を滑動パターンＡについては表-3.9(a)に，

滑動パターンＤについては表-3.9(b)に示す．再設定した

部分係数に基づき算出された信頼性指標は 2.9～3.6 で

当初目標とした値よりも若干大きめの結果が得られた．

目標とする値からは少しずれていたが，常時は十分な安

全性レベルを保証する部分係数が設定できたといえる． 

 

(5) 信頼性の評価 

見直した部分係数を用いて再度計算した．安全余裕度の

全くない断面（Z＝ R/S ≒1.0）における改良幅Ｂ及び

改良深度Ｄの関係を図-3.14 に示す．改良幅Ｂと改良深

度Ｄとの定性的な傾向については，部分係数見直し前の

傾向と同様に，改良深度が深くなるほど改良幅が狭くな

る傾向にあることが分かる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.14 改良幅Ｂと改良深度Ｄの関係 
  

信頼性指標β と改良深度Ｄならびに改良幅Ｂとの関係

を図-3.15 及び図-3.16 にそれぞれ示す．まず，改良深度

との関係では（図-3.15），改良深度の増加とともに信頼

性指標が徐々に減少していく傾向が見られる．一方，改

良幅との関係では（図-3.16），改良幅の増加にともない

急速に増加する傾向が見られる．いずれの場合にも信頼

性指標βは３程度以上の値が得られていることが分かる． 

 

 

 

 

0

10

20

30

0 10 20 30

改良深さ　Ｄ　（ｍ）

改
良

幅
　

Ｂ
　

（
ｍ

）

パターンA

パターンD

表-3.9 滑動破壊に対する感度係数と部分係数（再設定後） 

(a) パターンＡ 

名称 感度係数 
信頼性 

指標 

変動 

係数 
 

部分 

係数 

 平均 倍率 算定用 βt V µ / fk γ 
自重, γW6 0.097 1.34 0.131 2.857 3.0% 1.000 1.00 

主働土圧の水平成分, γPahh -0.388 1.34 -0.519 2.857 10.0% 1.000 1.15 

受働土圧の水平成分, γPphh 0.207 1.34 0.277 2.857 10.0% 1.000 0.90 

静止摩擦係数, γµ1 0.870 1.15 1.000 2.857 10.0% 1.0 0.70 

平方和 0.96  1.36     

 

(b) パターンＤ 

名称 感度係数 
信頼性 

指標 

変動 

係数 
 

部分 

係数 

 平均 倍率 算定用 βt V µ / fk γ 
主働土圧の水平成分, γPahh -0.394 1.17 -0.461 2.857 10.0% 1.000 1.15 

受働土圧の水平成分, γPphh 0.388 1.17 0.454 2.857 10.0% 1.000 0.85 

未処理土粘着力, γcu 0.173 1.17 0.202 2.857 33.0% 1.000 0.80 

静止摩擦係数, γµ1 0.711 1.17 0.831 2.857 10.0% 1.000 0.75 

前面潮位, γWl 0.090 1.17 0.106 2.857 10.0% 1.000 0.95 

波力, γP -0.271 1.17 -0.317 2.857 16.0% 0.810 1.40 

平方和 0.92  1.26     
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図-3.15 信頼性指標β と改良深度Ｄの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.16 信頼性指標β と改良幅Ｂの関係 

 

 

3.7 まとめ 

今回の一連の検討において，所定の目標信頼性指標を

満足する部分係数が設定することができた．今回求めら

れた性能照査式ならびに部分係数を用いることによって，

滑動パターンや改良体の深度によらず信頼性設計法によ

る設計ができることが分かった． 

 

 

 

 

 

 

４．レベル１信頼性設計法（動的）のための性能照

査の検討 

 

4.1 目的と方法 

３．に示した検討は地震時に関しても同様に行った．

地震時に関するケーススタディーの結果，地震時の滑動

破壊に関する信頼性指標の目安を 2.0～3.0 とするため

には，設計地震動に関する真値と平均値の偏りαを概ね

0.7 以下とする必要があることが分かった．この値は改

良地盤と未改良地盤の応答変位から推察される作用震度

比と概ね整合しているものの，検討する地震力を 1.5 倍

大きく見なすことを意味する．そのため，現行設計法と

の検討結果との較差は大きくなるので，実際の被災現象

との適合性を検証し，部分係数の設定に反映する必要が

あると考えられた． 

一方，重力式岸壁や護岸等の港湾構造物において地盤

支持力の強化を目的として深層混合処理工法を適用した

場合，改良地盤の剛性は周辺地盤に比較して極めて高く，

また変形時のひずみが非常に小さい．このため，地震時

においては，未改良の場合と比べて支持地盤の振動特性

や変形特性に大きな差が生じることが予想された．さら

に，現在改訂作業が行われている「港湾施設の技術上の

基準・同解説」7)においては，「レベル１地震動に関する

変動状態」（以下，レベル１地震時）に対して簡易法によ

る照査を行う際に必要となる照査用震度の算定方法が未

改良地盤上の構造物を対象に提示される予定である．し

かし，深層混合処理地盤の様な改良地盤に対する算定方

法は示されていない． 

このような状況を基に，本章では深層混合処理工法を

適用した地盤を含む重力式岸壁，護岸への照査用震度算

定方法の適用性の確認，および深層混合処理工法を適用

する場合の照査用震度算定方法の提案を目的に検討を行

った．検討では，まず未改良地盤を対象に提案される照

査用震度算定法の深層混合処理地盤への適用性を検討し，

照査用震度算定時に深層混合処理地盤の影響を考慮した

低減係数を検討した．全体の検討フローを図-4.1 に示す．

検討内容は大きく分けて，①深層混合処理を考慮した本

体工照査用震度算定方法の検討，②上部構造物の照査用

震度に関する検討，③地盤改良工の①の検討では，深層

混合処理地盤における一次元解析結果から得られる最大

加速度補正値と二次元解析結果から照査用震度算定式を

通して得られる推定最大加速度補正値の関係を未改良地

盤の場合と比較することで，照査用震度算定式の深層混

合処理地盤への適用性を確認した．また，一次元解析結

果から得られる深層混合処理と未改良地盤における最大

加速度補正値を比較することで改良効果を確認した． 
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②の検討では未改良地盤と改良地盤でそれぞれ一次元地

震応答解析を行い，両者の最大加速度を比較することで，

改良地盤上にある本体工に作用する照査用震度の検討を

行った．③の検討では，二次元地震応答解析を行い，本

体工と地盤改良工に作用する慣性力を求め，その関係か

ら地盤改良工における照査用震度の検討を行った． 

 

4.2 改良地盤の破壊モード 

地震時の破壊モードは常時の破壊モードと同様とし

（図-3.2 参照），深層混合処理地盤の破壊のシステムを

大きく 3 つに分けた．即ち，改良体全体としての安定を

失う（外部安定），改良体の一部が破壊する（内部安定）

および上部工を含む改良体全体としての安定を失う（全

体の安定），である．外部安定では，滑動，転倒ならびに

基礎地盤の支持力破壊を想定した．一方，内部安定では，

改良体の圧縮破壊と鉛直せん断破壊，ならびに壁式改良

地盤での抜け出し破壊を想定した． 
 
4.3 性能照査式 

4.2 で整理した深層混合処理地盤の各破壊モードにつ

いて，各々の破壊モードに対する性能照査式を設定した．

性能照査式として，Z＝ R - S（R：耐力，S：作用）と Z ＝ 

R/S の２種類の形式が考えられるが，ここでは，静的の

場合と同様にすべての破壊モードに関して Z ＝ R - S の

形式で表現することとした．図-4.2 に示す改良断面につ

いて，各破壊パターンごとの性能関数を式(4.1)～(4.22)

に示す．なお，改訂される技術基準 7)での性能照査式と

同一であるが，記号の表記法に多少異なるものがあるの

で注意されたい． 
 
 (1) 重力式係船岸 

1)滑動破壊 

a)パターン A 
SRZ −=  

( )
( ) }

{
)(

)}

){(

298

17654321

2921

876543211

h

h

dwWPwlahPah
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kWW
kWWWWWWW
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WWWWWWWWPR
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⋅++++++⋅+

+⋅+⋅=

⋅⋅+⋅−+−+

+++++++⋅+⋅=

γ
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µγµ
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µ
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 - - - (4.1) 

 

 

 

 

 

図-4.2 改良地盤断面 
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ここで， 

Cua ：改良体主働側側面での粘着力合力（kN） 

Cup ：改良体受働側側面での粘着力合力（kN） 

kh1 ：改良地盤上の材料に作用する地震慣性力算出

時の照査用震度 

kh2 ：改良地盤に作用する地震慣性力算出時の照査

用震度 

Pah ：主働土圧合力の水平成分（kN） 

Pav ：主働土圧合力の鉛直成分（kN） 

Pph ：受働土圧合力の水平成分（kN） 

Ppv ：受働土圧合力の鉛直成分（kN） 

PW ：残留水圧合力（kN） 

W1 ：上載荷重（kN） 

W2 ：コンクリート工重量（kN） 

W3 ：本体工重量（kN） 

W4 ：上部工重量（kN） 

W5 ：裏埋土重量（kN） 

W6 ：捨石マウンド重量（kN） 

W7 ：裏込土重量（kN） 

W8 ：改良体重量（kN） 

µ1 ：改良体底面での摩擦係数 

µ2 ：未処理土底面での摩擦係数 

γ ：部分係数 

 

b)パターンＢ 

SRZ −=  

( )
( ) }

{
)(

298

17654321

h

h

dwWPwlahPah

cFctFtphph

kWW
kWWWWWWW

PPPS

FFPR

⋅++
⋅++++++⋅+

+⋅+⋅=

⋅+⋅+⋅=

γ
γγ

γγγ

  

 - - - (4.2) 

ここで， 

Fc ：未改良土のせん断強度合力（kN） 

Ft ：安定処理土のせん断強度合力（kN） 

γ ：部分係数 

 
c)パターンＣ 

SRZ −=  

( )
( ) }

{
)(

298

17654321

292

h

h

dwWPwlahPah

tFtphPph

kWW
kWWWWWWW

PPPS

WFPR

⋅++
⋅++++++⋅+

+⋅+⋅=

⋅⋅+⋅+⋅=

γ
γγ

µγγγ µ

 

 - - - (4.3) 

ここで， 

W9 ：長壁間の未改良土重量（壁式改良の場合）（kN） 

γ ：部分係数 

 

d)パターンＤ 
SRZ −=  

( )
( ) }

{
)(

)}

){(

298

17654321

1

876543211

h

h

dwWPwlahPah

cFcupuapvav

phPph

kWW
kWWWWWWW

PPPS

FCCPP

WWWWWWWWPR

⋅++

⋅++++++⋅+

+⋅+⋅=

⋅+⋅−+−+

+++++++⋅+⋅=

γ
γγ

γµ

γγ µ

 

 - - - (4.4) 

 

2)転倒破壊 
SRZ −=  

29988

177665544

332211

987

6543211

)(
)

(
)

(

h

h

WMWahMah

Cuaav

phph

kxWxW
kxWxWxWxW

xWxWxWMMS
MMMMM

MMMMMMMR

⋅⋅+⋅⋅+

⋅⋅+⋅+⋅+⋅+
⋅+⋅+⋅⋅+⋅+⋅=

+++++

+++++⋅+⋅=

γ

γγγ

γγ

 

 - - - (4.5) 

 
 
ここで， 

Mah  ：主働土圧の水平成分によるモーメント合力

（kN×m） 

Mav  ：主働土圧の鉛直成分によるモーメント合力

（kN×m） 

MCua ：改良体主働側側面での粘着力によるモーメン

ト合力（kN×m） 

Mph  ：受働土圧の水平成分によるモーメント合力

（kN×m） 

M1  ：上載荷重によるモーメント（kN×m） 

M2  ：コンクリート工重量によるモーメント（kN

×m） 

M3  ：本体工重量によるモーメント（kN×m） 

M4  ：上部工重量によるモーメント（kN×m） 

M5  ：裏埋土重量によるモーメント（kN×m） 

M6  ：改良体重量によるモーメント（kN×m） 

M7  ：裏込土重量によるモーメント（kN×m） 

M8  ：改良体重量によるモーメント（kN×m） 

M9  ：長壁間の未改良土重量によるモーメント（kN

×m） 

MW  ：残留水圧によるモーメント（kN×m） 

γ  ：部分係数 
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3)支持力破壊 
a) 1/η ≧ 3 の場合 

SRZ −=  

1

00 2
1)1(

tS

NLNpR Lqp

⋅=

⋅⋅⋅⋅++⋅⋅=

γ

ργγ γγ  - - - (4.6) 

 
ここで， 

p0 ：支持砂地盤の有効土被り圧（kN/m2） 

LL ：壁式改良地盤の長壁の法線方向の長さ（m） 

Nq ：支持力係数 

Nγ ：支持力係数 

t1 ：端趾圧（kN/m2） 

ρ ：支持砂層の単位体積重量（kN/m3） 

γ ：部分係数 

 
b)１≦1/η ＜3 の場合 

SRZ −=  

1

00

13
2
1

2
1

2
1

2
1)1(

tS

NLNB

NLNpR

L

Lqp

⋅=
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⎛
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⋅⋅⋅⋅++⋅⋅=

γ
η

ργργ

ργγ

γγγγ

γγ

  

 - - - (4.7) 

ここで， 

B ：改良幅（m） 

LS ：壁式改良地盤の短壁の法線方向の長さ（m） 

η ：長壁の割合 

SL

L

LL
L
+

=  

γ ：部分係数 

 
4)内部安定 

a)端趾圧 
SRZ −=  

)( 01 ∑ ⋅⋅−⋅=

=

i
ii

c

hKtS

fR

ργ  - - - (4.8) 

 
ここで， 

h ：未処理土層の層厚（m） 

K0 ：静止土圧係数 

fc ：安定処理土の設計圧縮強度（kN/m2） 

ucq⋅⋅= βα  

quc ：安定処理土の設計基準強度（kN/m2） 

α ：断面有効係数 

β ：オーバーラップ部信頼度係数 

γ ：部分係数 

ρ ：未処理土層の単位体積重量（kN/m3） 

 

b)せん断（長壁） 
SRZ −=  

AWtS

qR

l

uc

/)(
2
1

1 −⋅=

⋅⋅⋅=

γ

βα
 - - - (4.9) 

 
ここで， 

A ：改良体断面積（m2） 

Wl ：改良地盤前趾から検討位置までの改良体重量

（kN） 

c)せん断（短壁） 
SRZ −=  

swsW

uc

RpptS

qR

⋅++⋅=

⋅⋅⋅=

)(
2
1

62γ

βα
 - - - (4.10) 

 
ここで， 

pW6 ：捨石マウンドによる応力（kN/m2） 

pws ：改良体重量による応力（kN/m2） 

Rs ：短壁の割合 

)/( slss LLLR +=  

Ll ：長壁長さ（m） 

Ls ：短壁長さ（m） 

t2 ：ケーソン直下の端趾圧（kN/m2） 

γ ：部分係数 

 

d)抜け出し破壊 
SRZ −=  

1hWPWahPah

ucuphPph

kWPPS

ScPR

⋅+⋅+⋅=

⋅⋅+⋅= ∑
γγ

γγ
 - - - (4.11) 

 

ここで， 

cu ：未処理土の非排水せん断強さ（kN/m2） 

S ：抜け出し部分の表面積（m2） 

W ：抜け出し部分の重量（kN） 

 

(2) 防波堤 

1)滑動破壊 

a)パターン A 
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SRZ −=  
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b)パターンＢ 

SRZ −=  

( ) ( ) }{
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ここで， 

Fc ：未改良土のせん断強度合力（kN） 

Ft ：安定処理土のせん断強度合力（kN） 

γ ：部分係数 

 
c)パターンＣ 
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ここで， 

W9 ：長壁間の未改良土重量（壁式改良の場合）（kN） 

γ ：部分係数 

 

d)パターンＤ 
SRZ −=  
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2)転倒破壊 
SRZ −=  
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kxWxWkxWxW
xWxWMMS

MM

MMMMMMMR

⋅⋅+⋅⋅+⋅⋅+⋅+
⋅+⋅⋅+⋅+⋅=

++

+++++⋅+⋅=

γ
γγγ

γγ

 

 - - - (4.16) 

 
 

ここで， 

Mah  ：主働土圧の水平成分によるモーメント合力

（kN×m） 

Mav  ：主働土圧の鉛直成分によるモーメント合力

（kN×m） 

MCua ：改良体主働側側面での粘着力によるモーメン

ト合力（kN×m） 

Mph  ：受働土圧の水平成分によるモーメント合力

（kN×m） 

M1  ：上載荷重によるモーメント（kN×m） 

M2  ：コンクリート工重量によるモーメント（kN

×m） 

M3  ：本体工重量によるモーメント（kN×m） 

M4  ：上部工重量によるモーメント（kN×m） 

M5  ：裏埋土重量によるモーメント（kN×m） 

M6  ：改良体重量によるモーメント（kN×m） 

M7  ：裏込土重量によるモーメント（kN×m） 

M8  ：改良体重量によるモーメント（kN×m） 

M9  ：長壁間の未改良土重量によるモーメント（kN

×m） 

MW  ：残留水圧によるモーメント（kN×m） 

γ  ：部分係数 

 

 

3)支持力破壊 
a) 1/η ≧ 3 の場合 

SRZ −=  

1

00 2
1)1(

tS

NLNpR Lqp

⋅=

⋅⋅⋅⋅++⋅⋅=

γ

ργγ γγ  - - - (4.17) 

 
ここで， 

p0 ：支持砂地盤の有効土被り圧（kN/m2） 

LL ：壁式改良地盤の長壁の法線方向の長さ（m） 

Nq ：支持力係数 

Nγ ：支持力係数 

t1 ：端趾圧（kN/m2） 

ρ ：支持砂層の単位体積重量（kN/m3） 

γ ：部分係数 

 
b)１≦1/η ＜3 の場合 

SRZ −=  
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 - - - (4.18) 

ここで， 

B ：改良幅（m） 

LS ：壁式改良地盤の短壁の法線方向の長さ（m） 

η ：長壁の割合 

SL

L

LL
L
+

=  

γ ：部分係数 

 
4)内部安定 

a)端趾圧 
SRZ −=  

)( 01 ∑ ⋅⋅−⋅=

=

i
ii

c

hKtS

fR

ργ  - - - (4.19) 

 
ここで， 

h ：未処理土層の層厚（m） 

K0 ：静止土圧係数 

fc ：安定処理土の設計圧縮強度（kN/m2） 

ucq⋅⋅= βα  

quc ：安定処理土の設計基準強度（kN/m2） 

α ：断面有効係数 

β ：オーバーラップ部信頼度係数 

γ ：部分係数 

ρ ：未処理土層の単位体積重量（kN/m3） 

 

b)せん断（長壁） 
SRZ −=  

AWtS

qR

l

uc

/)(
2
1

1 −⋅=

⋅⋅⋅=

γ

βα
 - - - (4.20) 

 
ここで， 

A ：改良体断面積（m2） 

Wl ：改良地盤前趾から検討位置までの改良体重量

（kN） 

c)せん断（短壁） 
SRZ −=  

swsW

uc

RpptS

qR

⋅++⋅=

⋅⋅⋅=

)(
2
1

62γ

βα
 - - - (4.21) 

 
ここで， 

pW6 ：捨石マウンドによる応力（kN/m2） 

pws ：改良体重量による応力（kN/m2） 

Rs ：短壁の割合 

)/( slss LLLR +=  

Ll ：長壁長さ（m） 

Ls ：短壁長さ（m） 

t2 ：ケーソン直下の端趾圧（kN/m2） 

γ ：部分係数 

 

d)抜け出し破壊 
SRZ −=  

1hWPWahPah

ucuphPph

kWPPS

ScPR

⋅+⋅+⋅=

⋅⋅+⋅= ∑
γγ

γγ
 - - - (4.22) 

 

ここで， 

cu ：未処理土の非排水せん断強さ（kN/m2） 

S ：抜け出し部分の表面積（m2） 

W ：抜け出し部分の重量（kN） 

 

4.4 信頼性解析及び解析結果 

(1) 照査用震度算定式の適用性の検討 

未改良地盤に関して，地震動や地盤条件，岸壁水深等

をパラメータとした重力式岸壁モデルに対して，一次元

地震応答解析により地表面最大加速度を二次元地震応答

解析により残留変形を求め，両者の関係から式(4.23)に

示す照査用震度算定式が提案されている 24）． 

 

04.0)(78.1 55.0 +⋅⋅= −

gD
Dk c

r

a
hk

α
 - - - (4.23) 

ここで， 

Da ：本体工天端における許容変位量 (cm) 

Dr ：基準変位量 (=10cm) 

g ：重力加速度 (= 980 cm/s2) 

khk ：照査用震度の特性値 

αc ：地表面における地盤の最大加速度補正値 

（cm/s2） 

 

ここでは，この算定方法の深層混合処理地盤への適用

性を検討することとした．検討では，図-4.1 の検討フロ

ーに示すように，未改良地盤上の岸壁モデル，およびこ
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のモデルに深層混合処理工法を適用したモデルにおいて，

一次元地震応答解析により求まる地表面最大加速度補正

値（αc）と，二次元地震応答解析から得られる変形量に

よって照査用震度算定式で推定される地表面最大加速度

補正値（αc'）の関係性を検証し，その関係を求め算定式

（式(4.23)）の深層混合処理地盤への適用性を確認した． 

 

(2)入力地震波形の設定 

検討を進めるにあたり，まず基盤入力地震波形を設定

する必要がある．基盤入力地震波形として，過去の代表

的な実測波形の中から卓越周期を考慮して９個の基盤入

力地震波形を選定した．地震波形の最大加速度の値につ

いては，図-4.3 に示す未改良地盤を対象として二次元地

震応答解析（FLIP，Ver.4.2.7）を行い，ケーソンの残留

水平変位が 20cm 程度となるように入力加速度の最大値

を求めた．検討にあたっては表-4.1 に示される特徴的な

地盤のうち CASE_1 と CASE_3 について検討した．また，

本検討では，照査用震度（kh）として 0.1，0.15，0.2 の

３ケースを対象としたが，照査用震度によって表-4.2 に

示すようにケーソン幅が異なる．表-4.1 に示された地盤

のせん断波速度より，式（4.24）を用いて解析用の入力

定数を設定し，二次元地震応答解析への入力物性値を表

-4.3 のように設定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.3 検討断面 

表-4.1 地盤条件（せん断波速度） 

 CASE_1 CASE_2 CASE_3 CASE_4

埋立上層 120 210 180 210 

埋立下層 120 210 180 210 

原地盤上層 150 100 190 150 

原地盤下層 150 100 250 150 

 

表-4.2 断面条件 

照査用震度 
kh 

ケーソン幅 

B1 (m) 

0.10 5.4 

0.15 7.4 

0.20 11.4 

 

表-4.3 地盤定数一覧 

(a) CASE_1 

 

基準拘

束圧 

 

σma 

(kN/m2) 

せん断

弾性係

数 
Gma 

(MN/m2) 

Gma の

指数定

数 
mg 
 

体積弾

性係数

 
Kma 

(MN/m2)

Kma の

指数定

数 
mk 

ポアソ

ン比 

 

ν 

密度 

 

 

ρ 
(t/m3)

空隙率 

 

 
n 

最大減

水比 

 
hmax 

内部摩擦

角 

 

φf 

(degree)

埋立上層（水位上） 89.8 25.9 0.5 67.6 0.5 0.33 1.8 0.45 0.24 37 

埋立上層（水位下） 89.8 25.9 0.5 67.6 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 37 

埋立下層 89.8 25.9 0.5 67.6 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 37 

原地盤上層 239.8 45.0 0.5 117 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 38 

原地盤下層 239.8 45.0 0.5 117 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 38 

裏込層（水位上） 98.0 180 0.5 469 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 40 

裏込層（水位上） 98.0 180 0.5 469 0.5 0.33 1.8 0.45 0.24 40 

捨石層 98.0 180 0.5 469 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 40 

 

(b) CASE_2 

 

基準拘

束圧 

 

σma 

(kN/m2)

せん断

弾性係

数 
Gma 

(MN/m2) 

Gma の

指数定

数 
mg 
 

体積弾

性係数

 
Kma 

(MN/m2)

Kma の

指数定

数 
mk 

ポアソ

ン比 

 

ν 

密度 

 

 

ρ 
(t/m3)

空隙率 

 

 
n 

最大減

水比 

 
hmax 

内部摩擦

角 

 

φf 

(degree)

埋立上層（水位上） 89.8 79.4 0.5 207 0.5 0.33 1.8 0.45 0.24 38 

埋立上層（水位下） 89.8 79.4 0.5 207 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 38 

埋立下層 89.8 79.4 0.5 207 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 38 

原地盤上層 239.8 20.0 0.5 522 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 37 

原地盤下層 239.8 20.0 0.5 522 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 37 
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2

 - - - (4.24) 

 

ここで， 

Gma ：せん断弾性係数 (kN/m2) 

Kma ：体積弾性係数 (kN/m2) 

Vs ：せん断波速度(m/sec2) 

ν ：ポアソン比 

ρ ：密度 (t/m3)  

 

表-4.4 入力地震波の最大加速度 

(a) CASE_1 

地震波 最大加速度(gal) 

 
卓越 

周期 

継続時

間(秒) 
kh=0.10 kh=0.15 kh=0.20

No.6 0.219 80.0 325 375 440 

No.14 2.675 161.0 155 175 205 

No.16 0.745 40.0 195 225 260 

No.18 1.464 29.1 120 135 150 

No.19 2.278 19.0 235 265 310 

No.20 0.342 20.0 330 365 415 

No.21 0.410 19.0 555 635 745 

No.22 0.603 29.5 215 240 275 

No.23 1.708 40.3 105 115 125 

 

 

地震応答解析で求められた入力地震波の基盤最大加速

を表-4.4 に，地震波の例を図-4.4 にそれぞれ示した． 

 

(b) CASE_3 

地震波 最大加速度(gal) 

 
卓越 

周期 

継続時

間(秒)
kh=0.10 kh=0.15 kh=0.20

No.6 0.219 80.0 335 400 490 

No.14 2.675 161.0 185 205 235 

No.16 0.745 40.0 230 260 305 

No.18 1.464 29.1 170 185 210 

No.19 2.278 19.0 270 305 345 

No.20 0.342 20.0 390 440 505 

No.21 0.410 19.0 640 720 840 

No.22 0.603 29.5 260 300 340 

No.23 1.708 40.3 150 160 175 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (a) 入力地震波形（No.06） 

-100

-75

-50

-25

0

25

50

75

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

継続時間　(s)

加
速

度
　

(g
al

)

No.06

表-4.3 地盤定数一覧 

(c) CASE_3 

 

基準拘

束圧 

 

σma 

(kN/m2) 

せん断

弾性係

数 
Gma 

(MN/m2) 

Gma の

指数定

数 
mg 
 

体積弾

性係数

 
Kma 

(MN/m2)

Kma の

指数定

数 
mk 

ポアソ

ン比 

 

ν 

密度 

 

 

ρ 
(t/m3)

空隙率 

 

 
n 

最大減

水比 

 
hmax 

内部摩擦

角 

 

φf 

(degree)

埋立上層（水位上） 89.8 58.3 0.5 152 0.5 0.33 1.8 0.45 0.24 38 

埋立上層（水位下） 89.8 58.3 0.5 152 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 38 

埋立下層 89.8 58.3 0.5 152 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 38 

原地盤上層 198.5 72.2 0.5 188 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 38 

原地盤下層 279.1 125 0.5 326 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 39 

裏込層（水位上） 98.0 180 0.5 469 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 40 

裏込層（水位上） 98.0 180 0.5 469 0.5 0.33 1.8 0.45 0.24 40 

捨石層 98.0 180 0.5 469 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 40 

 

(d) CASE_4 

 

基準拘

束圧 

 

σma 

(kN/m2) 

せん断

弾性係

数 
Gma 

(MN/m2) 

Gma の

指数定

数 
mg 
 

体積弾

性係数

 
Kma 

(MN/m2)

Kma の

指数定

数 
mk 

ポアソ

ン比 

 

ν 

密度 

 

 

ρ 
(t/m3)

空隙率 

 

 
n 

最大減

水比 

 
hmax 

内部摩擦

角 

 

φf 

(degree)

埋立上層（水位上） 89.8 79.4 0.5 207 0.5 0.33 1.8 0.45 0.24 38 

埋立上層（水位下） 89.8 79.4 0.5 207 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 38 

埋立下層 89.8 79.4 0.5 207 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 38 

原地盤上層 198.5 45.0 0.5 117 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 38 

原地盤下層 279.1 146 0.5 380 0.5 0.33 2.0 0.45 0.24 39 
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(b) 入力地震波形（No.14） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (c) 入力地震波形（No.16） 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 (d) 入力地震波形（No.18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (e) 入力地震波形（No.19） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (f) 入力地震波形（No.20） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (g) 入力地震波形（No.21） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(h) 入力地震波形（No.22） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (i) 入力地震波形（No.23） 

図-4.4 基盤入力地震波 
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(3) 地震応答解析（未改良地盤） 

次に，一次元及び二次元地震応答解析を実施して地表

面での最大応答加速度を求め，両者を比較することで式

(4.23)に示される照査用震度算定法の適用性を検討した．

まず，一次元未改良地盤については図-4.5 に示す検討断

面及び表-4.3 に示す材料定数を用いて地表面での応答

加速度を求めた．得られた計算結果に対して，以下に示

す周波数補正フィルター処理ならびに継続時間補正を行

い地表面最大加速度補正値αc を求めた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.5 検討対象断面（一次元，未改良地盤） 

 

1)周波数補正フィルター処理 

ケーソン背後地盤において一次元地震応答解析を行う

と，その地盤地表面において地表面加速度（α）が得ら

れる．この加速度には構造物や構造物周辺地盤の影響は

反映されていない．そのため，構造物や周辺地盤の振動

特性を反映するために，得られた地表面応答加速度を周

波数補正フィルター処理した．フィルターの式を式

(4.25)と式(4.26)に，フィルターの一例を図-4.6 にそれ

ぞれ示している．なお，本式は未改良地盤に対して提案

されている式である． 
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ここで， 

f ：周波数（Hz） 

H ：壁高（m） 

HR ：基準壁高（=15m） 

Tb ：背後地盤の初期固有周期（s） 

TbR 
：背後地盤の基準初期固有周期（=0.8s） 

Tu ：ケーソン下地盤の初期固有周期（s） 

TuR 
：ケーソン下地盤の基準初期固有周期（=0.4s） 

α(f)
 
：フィルター処理後の地表面加速度の最大値 

i ：虚数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.6 フィルターの一例 

 

ここで，地盤の固有周期（T）は，工学的基盤より上の

対象となる土層について各層の層厚とせん断波速度から

式(4.27)を用いて求めることができる． 

 

∑⋅=
i Si

i

V
HT 4  - - - (4.27) 

 

ここで， 

Hi ：層厚（m） 

T ：地盤の固有周期（s） 

Vsi 
：せん断波速度（m/s） 

 

式(4.25)で求められる b 値は構造物や周辺地盤の振動

特性を考慮して得られる値であり，式(4.27)を用いて，

各検討ケースにおける b 値は表-4.5 の様に求められる

（なお，表には後の解析で用いる改良地盤に対する値も

あわせて示している）． 
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表-4.5 b 値 

 CASE_1 CASE_3 

Tu 0.573 0.397 

Tb 1.073 0.730 未改良地盤 

b 1.015 0.970 

Tu 0.368 0.285 

Tb 1.073 0.730 
改良地盤 

qu=2000kN/m2 
b 0.522 0.702 

Tu 0.391 0.309 

Tb 1.073 0.730 
改良地盤 

qu=1350kN/m2 
b 0.578 0.758 

 

2)継続時間補正 

周波数補正フィルターによる処理を行った加速度（αf）

に対して，式(4.28)に示す関係を用いて地震動の継続時

間による補正を行い最大加速度補正値（αc）を得た． 

 

29.0ln36.0 −⋅=

⋅=

f

fc

Sp

p

α

αα
 - - - (4.28) 

 

ここで， 

p ：低減率 

S ：フィルター処理後の加速度時刻歴の二乗和平

方根 (m/sec2) 

αc ：地表面における地盤の最大加速度補正値 

(m/sec2) 

αf ：フィルター処理後の加速度最大値 (m/sec2) 

 

次に，図-4.5 に示した断面を対象に一次元地震応答解

析を実施して地表面での最大応答加速度を求め，周波数

補正と継続時間補正を行って地表面での応答加速度を求

めた．周波数補正フィルター処理，継続時間補正を行っ

て得られた地表面における地盤の最大加速度補正値（αc）

と，二次元地震応答解析によって得られたケーソン天端

での残留水平変位を式(4.23)に示す照査用震度算定式に

代入して地表面における地盤の最大加速度補正値（αc'）

を求め，図-4.7 にその結果を示す．図より，計算結果に

はばらつきが見られるが，両者はほぼ 1:1 の直線に近く

プロットされており，式(4.23)の照査用震度算定式が未

改良地盤に関して適用できることが確認できた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.7 αc とα'c との関係（未改良地盤） 

 

(4) 地震応答解析（改良地盤） 

深層混合処理地盤についても，一次元ならびに二次元

地震応答解析を実施した（図-4.8）．一次元地震応答の

検討では改良地盤も未改良地盤と同じ解析であるため，

(3)で行った未改良地盤に対する計算結果（補正前の地表

面応答加速度）を用いた．一方，地表面加速度の補正に

おいては，Tu の値が改良地盤と未改良地盤で異なるため

に表-4.5 に示したように b 値が異なる．そのため，補正

された地表面加速度（αc）も異なることとなる．一方，

二次元地震応答解析においては，設計基準強度が

1,350kN/m2と 2,000kN/m2の異なる２種類の改良地盤を対

象とした（表-4.6 参照）．表中の改良地盤のヤング率な

らびにせん断波速度は式(4.29)を用いて求めたもので，

地震応答解析には表-4.3 に示す値とともに用いた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.8 検討対象断面（二次元改良地盤） 
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表-4.6 検討した深層混合処理地盤の強度 

 
設計基準強度 

(kN/m2) 

ヤング率 

(kN/m2) 

せん断波速度

(m/s) 

高強度 2,000 1.00e+6 433 

低強度 1,350 6.75e+6 356 

 

( )νρ +⋅⋅
=

⋅=

12

500

EV

qE

s

u

 - - - (4.29) 

 

ここで， 

E ：ヤング率（kN/m2） 

qu ：一軸圧縮強さ（kN/m2） 

Vs ：せん断波速度（m/s） 

ν ：ポアソン比（= 0.33 と仮定） 

ρ ：密度（t/m3） 

 

また，照査用震度khも0.1，0.15，0.2の３ケースを対

象としたが，その大きさによって表-4.7に示すようにケ

ーソン幅ならびに深層混合処理地盤の改良幅も異なって

くる． 

 

表-4.7 断面条件 

照査用震度 
kh 

ケーソン幅 

Bc (m) 

改良地盤幅 

B (m) 

0.10 5.4 25.08 

0.15 7.4 27.08 

0.20 11.4 31.08 

 

二次元地震応答解析によって得られたケーソン天端の

残留水平変位を式(4.23)に示す照査用震度算定式に代入

して地表面における地盤の最大加速度補正値（αc'）を求

めた． 

このようにして求められた一次元ならびに二次元解析

結果を図-4.9 に示した．図-4.7 に示した未改良地盤の結

果と比較すると，深層混合処理地盤とすることで未改良

地盤に対して最大加速度補正値（αc）が低減されている

ことが分かる．図より，計算結果にはばらつきが見られ

るが，両者はほぼ 1:1 の直線に近くプロットされており，

式(4.23)の照査用震度算定式が深層混合処理地盤に対し

ても適用できることが分かった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.9 αc とαc'との関係（深層混合処理地盤） 

 

4.5 上部構造物の照査用震度に関する検討 

(1) 低減係数の算出 

 4.4 での検討の結果，未改良地盤を対象に提案された

照査用震度算定式（式(4.23)）が深層混合処理地盤に対

しても適用可能であることが確認された．さらに，深層

混合処理地盤とすることで二次元地震応答解析から得ら

れる残留水平変位，一次元地震応答解析から得られる最

大加速度の補正値も低減されることが確認された．しか

し，実際の運用にあたっては，設計段階で改良諸元が既

に決定していることはほとんどなく，改良諸元を決定す

るために多くのケーススタディを行う必要性があり，設

計者に多大な負担がかかることになる．そこで，ここで

は一般的な深層混合処理地盤を対象に未改良地盤に対す

る最大加速度の補正値の低減効果を検証し，その低減の

考え方を照査用震度算定式に導入することによって深層

混合処理地盤への照査用震度算定式の適用方法を提案す

ることとした． 

検討対象の土層構成図は図-4.8 に示す通りである．深

層混合処理地盤を除く周辺地盤の地盤定数は表-4.3 と

同じである．ただし，ここでの検討では，水深を-11m と

-14.5m の２種類，地盤条件を CASE_1～CASE_4 の４断面

とした（表-4.1，表-4.3 参照）．また，深層混合処理地

盤は改良強度の異なる２種類（表-4.6）を対象とした．

地震応答解析により求められた地表面での応答加速度に

ついて，未改良地盤と改良地盤に関して式(4.25)および

式(4.26)に示した周波数補正フィルター処理ならびに継

続時間の補正を行った．なお，本検討でのフィルター式

中の b 値は表-4.8 に示す通りである． 
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表-4.8 b 値 

 CASE_1 CASE_2 CASE_3 CASE_4

Tu 0.573 0.860 0.397 0.443

Tb 1.073 1.146 0.730 0.729
-11.0m 岸壁 

未改良地盤 
b 1.015 1.624 0.970 1.082

Tu 0.368 0.497 0.285 0.302

Tb 1.073 1.146 0.730 0.729

-11.0m 岸壁 

改良地盤 

qu=2000kN/m2 b 0.522 0.753 0.702 0.744

Tu 0.391 0.521 0.309 0.326

Tb 1.073 1.146 0.730 0.729

-11.0m 岸壁 

改良地盤 

qu=1350kN/m2 b 0.578 0.809 0.758 0.801

Tu 0.573 0.860 0.397 0.443

Tb 1.190 1.212 0.808 0.795
-14.5m 岸壁 

未改良地盤 
b 1.132 1.795 1.129 1.253

Tu 0.368 0.497 0.285 0.302

Tb 1.190 1.212 0.808 0.795

-14.5m 岸壁 

改良地盤 

qu=2000kN/m2 b 0.638 0.924 0.861 0.916

Tu 0.391 0.521 0.309 0.326

Tb 1.190 1.212 0.808 0.795

-14.5m 岸壁 

改良地盤 

qu=1350kN/m2 b 0.695 0.981 0.918 0.973

 

このようにして求められた未改良地盤ならびに改良地

盤の補正後の地表面での最大加速度（αc）の関係を図

-4.10 に示す．深層混合処理地盤は未改良地盤に比べて，

水深ならびに地盤の種別によらず最大加速度補正値（αc）

が低減されているのが分かる．未改良地盤と改良地盤で

のαc の比として約 0.64 の値が得る． 

以上の検討から，深層混合処理工法を適用する場合は，

未改良地盤に対して求まる最大加速度補正値（αc）に対

して低減係数（=0.64）を考慮することで合理的に照査用

震度を算定することができることが分かる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.10 未改良地盤と改良地盤のαc の比較 

 

 

(2) 低減係数の確認 

1)検討断面 

(1)で算出された深層混合処理地盤の低減係数を考慮

して設計された断面を対象に，二次元地震応答解析から

得られる変形量に着目して低減係数の妥当性を検証する．

検証対象断面は図-4.8 に示す通りである．検討では，未

改良地盤上の本体工の照査用震度が kh=0.20 となる断面

に対して深層混合処理を行い，改良時の本体工の低減係

数（=0.64）を考慮してケーソン幅，深層混合処理幅を縮

小した断面を対象とした． 

ケーソン幅ならびに深層混合処理地盤の改良幅を決定

するにあたって，表-4.7 に示す照査用震度とケーソン幅

の関係を用いて，照査用震度（kh）が 0.13 の場合のケー

ソン幅を 6.36m と決定した．地盤条件は表-4.6 に示す通

りである． 

 

2)基盤入力地震波 

基盤入力地震波は，4.4 で用いた９波形を使用した．

ただし，入力地震波の最大加速度について，本検討では

未改良地盤の各ケースに対して残留水平変位が 10cm と

なるように別途計算して求めた．その大きさを表-4.9 に

示す． 

 

表-4.9 基盤入力地震波の最大加速度 

地震波 最大加速度(gal) 

 
継続時間

(秒) 
CASE_1 CASE_3 

No.6 80.0 275 330 

No.14 161.0 130 180 

No.16 40.0 160 195 

No.18 29.1 110 160 

No.19 19.0 205 260 

No.20 20.0 285 355 

No.21 19.0 420 555 

No.22 29.5 185 240 

No.23 40.3 95 140 

 

3)解析結果 

解析結果を表-4.10(a)に示す．表より，地盤の剛性，

入力地震波にかかわらず，ケーソン天端での残留水平変

位は 8cm～10cm の範囲にあることが分かる．なお，参考

として，低減係数を 0.5 とした場合の計算結果を表

-4.10(b)に示した．表より，求められた残留水平変位は

9cm～11cmで 10cmを超えるケースも見られる．以上より，

低減係数として 0.64 の値がほぼ妥当であると考えられ

る． 
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表-4.10 残留水平変位 

(a) 低減係数 0.64 
CASE_1 CASE_3 

地震

波 
最大 

加速度 

水平変位

(mm) 

最大 

加速度 

水平変位

(mm) 

No.6 275 8.89 330 9.27 

No.14 130 8.50 180 8.69 

No.16 160 8.77 195 9.88 

No.18 110 8.34 160 9.16 

No.19 205 8.48 260 8.90 

No.20 285 8.79 355 9.60 

No.21 420 8.03 555 9.00 

No.22 185 8.61 240 9.71 

No.23 95 9.06 140 9.94 

 

(b) 低減係数 0.5 
CASE_1 CASE_3 

地震

波 
最大 

加速度 

水平変位

(mm) 

最大 

加速度 

水平変位

(mm) 

No.6 275 9.79 330 11.02 

No.14 130 9.53 180 10.09 

No.16 160 9.87 195 11.32 

No.18 110 9.54 160 10.64 

No.19 205 9.83 260 10.66 

No.20 285 10.05 355 11.21 

No.21 420 8.97 555 10.20 

No.22 185 9.68 240 11.15 

No.23 95 10.30 140 11.44 

 

 

4.6 改良地盤の照査用震度に関する検討 

(1) 検討条件 

本体工に作用する震度と改良地盤に作用する震度は異

なることが知られている．そのため，本体工における照

査用震度（kh1k）と地盤改良工における照査用震度（kh2k）

も異なる値を設定する必要があると思われる．ここでは，

二次元地震応答解析によって本体工と地盤改良工に作用

する慣性力を求め，その関係から改良地盤の照査用震度

の算定方法を検討することとした．検討フローを図-4.1

に示す． 

検討断面は図-4.8 と同じである．検討では 0.1，0.15，

0.2 の３種類照査用震度を対象に計算を行ったが，それ

ぞれに対して，ケーソン幅ならびに深層混合処理幅は表

-4.7 のように設定される．また，検討では Case1 及び

Case3 の２種類を対象に，改良地盤の強度は qu = 1350 

kN/m2と qu = 2000 kN/m
2の２種類とした．入力地震波の

周波数特性は，地盤や構造物の加速度応答特性に大きく

影響を及ぼすことが知られている．そこで，ここでは実

際の地震動に含まれる周波数のうち代表的な周波数の正

弦波を入力波として地震応答解析を行った．入力波とし

て用いた正弦波の周波数は，0.5Hz，0.8Hz，1.2Hz，2.0Hz，

4.0Hz の５種類，最大加速度は 100gal，150gal，200gal

の３種類である．また，入力波数は全て 10 波数とし，急

激に大きな加速度を与えないように，主要動 10 波の最初

と最後に調整した波を追加した． 

 

(2) 解析結果 

図-4.11 にケーソン中心線上で深層混合処理地盤下端

からケーソン天端までの加速度最大値の分布の解析結果

を示した．図では，図-4.11(a)を基本ケースと考え，地

盤条件，照査用震度ならびに入力地震動の大きさを変化

させたケースを示している．図より，いずれのケースに

ついても本体工の加速度分布に比べて，深層混合処理部

の最大加速度が小さくなっていることが分かる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) CASE_3, kh=0.15, 150gal 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) CASE_1, kh=0.15, 150gal 
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(c) CASE_1, kh=0.20, 150gal 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) CASE_1, kh=0.20, 200gal 

図-4.11 応答加速度の深度分布 

 

図を基に，改良地盤部分ならびに本体工部での最大加

速度との関係を図-4.12 に示す．図に示すように，計算

結果には大きなばらつきがあるが，深層混合処理部分で

の応答最大加速度は本体工部分の 65%程度であることが

分かる．以上の検討から，地盤改良工の照査用震度は本

体工の照査用震度に対して，低減係数（＝0.65）を考慮

することで合理的に照査用震度を算定することができる

と考えられる． 

 

4.7 まとめ 

式(4.1)～(4.22)に示した照査式には，４つの照査用震

度（kh1k，kh2k）と多くの部分係数が含まれており，設計

においてはこれらの震度を適切に設定する必要がある．

このうち，部分係数に関しては，設計地震動を適切に設

定することで，すべて１と考えることができる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.12 本体工と改良地盤に作用する 

平均最大加速度の関係 

 

設計においては，まず当該地区の基盤地震波が与えら

れ，地盤条件ならびに構造物の許容残留変位量を基に，

未改良の地盤を対象に一次元地震応答解析を実施し，フ

ィルター処理，継続時間に関する補正を行って未改良地

盤に対する地表面における地盤の最大加速度（αc）を求

める．次に，式(4.30)にαc，許容残留変位量ならびに低

減係数を代入して，本体工および改良地盤系（上部工，

基礎マウンド，裏込め層，裏埋め層，上載荷重など）の

照査用震度（kh1k，kh1k'）を求める． 

 

 

  

 

  - - - (4.30) 

ここで， 

Da ：本体工天端での許容残留変形量（cm） 

Dr ：基準変位量（=10cm） 

g ：重力加速度（=980cm/s2） 

kh1k ：照査用震度（本体工の慣性力算定用）  

kh1k' ：照査用震度（本体工に作用する地震時土圧算

定用）  

αc ：地表面における地盤の最大加速度補正値

（cm/s2） 

（低減係数）：（=0.64） 

 

次に，改良地盤に対する照査用震度 kh2k は，本体工の

値 kh1k に（低減係数=0.65）をかけることで求めることが

できる．改良地盤系に作用する地震時土圧を算定する際

の照査用震度（kh3k）の大きさに関しては未解明である．
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しかし，改良地盤と周辺地盤とはほぼ同様に振動すると

考えられることなどを考えて無改良地盤と同じと仮定し

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.13 照査用震度概念図 

 
 

５．まとめ 

 

本研究では，岸壁・護岸または防波堤を対象に深層混

合処理地盤の常時と地震時の性能設計手法の導入のため

に行った限界状態の設定と破壊モードに応じた性能関数

の設定および部分係数に関してキャリブレーションなど

の検討，あわせて目標信頼性指標の評価と最適な部分係

数などについて取りまとめた．本研究で得られた結論を

以下にまとめて示す． 

1)常時の設計に関して，改良地盤の破壊モードを設定

し，各破壊モードごとに性能照査式と所定の目標信

頼性指標を満足する部分係数を設定した．今回求め

られた性能照査式ならびに部分係数を用いることに

よって，信頼性設計ができることを示した． 

2)地震時の設計に関して，改良地盤の破壊モードを設

定し，各破壊モードごとに性能照査式と本体工なら

びに地盤改良工に作用する地震慣性力を算定する際

の照査用震度を示した．今回求められた性能照査式

ならびに部分係数を用いることによって，信頼性設

計ができることを示した． 

 

なお，改良地盤系に作用する地震時土圧を算定する際

の照査用震度の大きさに関しては未解明であるため，こ

こでは無改良地盤と同じと仮定した．今後の検討が必要

である． 
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